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第１章	
 本研究の背景と現状の分析  

１.１	
 はじめに  

本研究に着手した動機は、開発途上国での水資源開発の仕事に携わり、水質問題への対

応の困難さに直面したことに端を発する。大きな被害を引き起こしたバングラデシュでの

ヒ素含有地下水の事例、未だ因果関係が明らかにされていないスリランカでの慢性腎臓症、

アフリカで多く見られているフッ素症の例など、飲料水を原因とした慢性疾病はいまでは

多く知られている。また、乳幼児死亡の主たる原因の一つである下痢を引き起こす水系感

染症も依然深刻な水因疾病の一つである。ドブのように明らかに汚染されていることが分

かる水をそのまま飲む者はいない。しかし、一見して分からない汚染物質の有無をどうや

って確認するのか。この問題は途上国に限らず存在するが、それが端的に現れる現場が途

上国であると言うことが出来る。なぜならば、汚染物質の有無を検査する方法が少ないこ

とと、汚染物質があった場合にそれに対処する能力が低いこと、この 2 つの理由で、致命

的な影響をもたらす可能性がより高いからである。 

人の生存に最も基本的に必要とされる飲料水の安全性が確保されない国は世界中に多く

存在している。水因性疾病が途上国で多く発生し続ける要因として、以下のようなものが

考えられる。 

1) 水質より水量の確保が優先される 

2) 水質や水の安全性に対する意識が低い 

3) 水質検査を行える施設がない 

従って、健康被害が発生してはじめて問題があったことが認識されることが多く、なか

でも慢性疾患の場合には発病まで時間がかかるため、問題が明らかになる頃には被害が広

がっていることが多い。かかる状況に陥ることを排除するために、初期段階での水質調査

は重要であるが、適切な状況にあるとは言えない。主に技術的な理由により、水質を正し

く評価出来る体制が国内にない国は未だに多いのである。また、ひとたび原因が特定され

ても、原因物質を除去するための技術と要する資金が不足しているために、水源を放棄せ

ざるを得ない。それができなくて、安全でない水を飲み続けることすらある。 

2000 年の国連ミレニアム宣言を基に、国際社会の開発課題として、貧困の撲滅など 8 つ

のミレニアム開発目標と 21 のターゲットが決定された。水供給に関しては、「2015 年を目

標年として安全な飲料水及び衛生施設を継続的に利用できない人々の割合を半減する。」と

いう目標が定められ、その達成へ向けて、途上国への多くの支援が行われている。しかし

ながら、ドナーからの援助による、組織的で広範におよぶ水資源開発は、それまで知られ
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ていなかった問題を顕現させた。 

1993 年にバングラデシュで地下水のヒ素汚染が公表され、広範囲な健康被害が発生して

いることが世界中に知られて以来、自然由来の物質による地下水汚染が、大規模な健康被

害を引き起こすことがあり得るという認識が、開発者に共有されるようになった。水資源

開発において最も重視されるのは、量、質および持続的利用可能性であるが、ベーシック

ニーズとしての水量の確保だけでなく、水質の問題がより重視されるようになっている。

健康被害を与える物質のうち、ヒ素のように無色無味無臭のものが含まれているかどうか

は、化学的検査に依らなくては判定できないため、調査の中での水質検査の重要度は増し

ている。 

本研究の目的は、安全な水資源を開発のために、制限された条件下においても効果的で

ある調査手法に関する基礎技術を提案することである。既存情報の活用、信頼性の向上、

効率性の向上をその手段とする。 

また、筆者が途上国で直面した、調査結果をゆがめる原因となる誤った情報をどのよう

にして排除すべきかについても考察を行う。 

海外における調査では、日本国内と大きく異なった環境であることを認識し、単に水質

サンプルを採取して試験所に送ればそれなりの結果が得られるというものではないことに

留意する必要がある。本論文は、まず、現状の分析を行い、途上国での課題を整理し、調

査手法について論述するが、特に途上国での、飲用目的の水資源調査における課題と、デ

ータの確からしさを向上させるために必要な管理について述べ、簡易分析を活用する可能

性について詳述する。 

 

１.２	
 発展途上国における水資源開発の現状  

日本では殆どの地域に規模の差はあれ上水道（簡易水道を含む）による各戸給水が整備

されているのが当たり前であるが、ODA の事業では給水事業の形態は大きく次のように分

けられている。 

表 1-1	
 給水事業形態 

  利用形態 
レベル 1 点水源 井戸などの水源へ利用者が水汲みに行く。 
レベル 2 公共用水栓 水源からパイプで公共用水栓まで導水し、共同利用する。 
レベル 3 各戸給水 パイプで各戸まで給水する。 

 

ここで言う、レベル 1〜3という呼称は、国際協力機構（JICA）で使われている分類であ
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るが、分かりやすいので本論文でも使用する。地方村落給水事業では、レベル１が主にな

ることが多いが、都市給水でも大都市以外では、レベル 2に止まるケースがよく見られる。

都市給水で浄水場での浄水処理が行われる場合を除くと、水処理を行わずに利用するか、

比較的維持管理が簡単な簡易処理による給水方法が多い。従って水源水質が適切であるか

どうかは非常に重要である。 

給水事業のための水源開発で重視される要素は以下の 4点である。 

	
 	
 1)	
 必要十分な水量が得られること	
 Quantity 

	
 	
 2)	
 安全であること	
 Quality 

	
 	
 3)	
 安定した供給が見込めること	
 Stability 

	
 	
 4)	
 運転維持管理が容易でコストを抑えられること	
 Sustainability 

レベル 1 やレベル 2 の給水タイプの場合、運転維持管理を行うのは、地域の実力者や住

民が結成した水管理組合なので、可能な限りコストがかからず、単純で容易に扱えること

が重要となる。地下水は、水系感染症の危険性が低く、河川水のように濁度が高くなるこ

とは殆どないため浄水処理の必要性が低いことから、飲料水源として中小規模給水では第

一に考えられる選択肢であることが多い。しかし、何処でも地下水が十分あるわけではな

い。水源別に以下に課題を整理する。 

表 1-2	
 水源の分類 

水源 利点 不利点 
地下水、湧水 一般に、微生物汚染の可能性が低

く、濁度も低く、浄水処理の必要
性が低い 

資源量、位置を推定することが簡単で
は無い。過大な地下水開発によって
は、水位低下が起こり、地盤沈下や枯
渇におよぶことがある。地質由来の汚
染物質が含まれていることがある。 

渓流水 山間部など汚染源が周辺に無い地
区の渓流水は、地下水に近い水質
を持っており、浄水処理の必要性
が低い。 

降雨時には水質が悪化する可能性が
ある。 

河川水 河川の規模によるが、水源量を多
くすることができる。目に見える
ので資源量の調査が容易である。 

汚染されやすい。浄水処理が必要であ
る。 

河川伏流水 河床に存在する伏流水で、表流水
と地下水の中間の水質を持つた
め、河川水よりは水質が安定しか
つ清浄であることが期待出来る。 

河川形状の変化により、取水ができな
くなる可能性がある。 
浄水処理が必要である。 

湖沼、貯水池 資源量の調査が容易。貯水池は、
他の水資源が期待できない場合、
有効なものとなり得る。 

汚染されやすい。浄水処理が必要であ
る。交換にかかる時間が長いため、藻
類の発生などの障害が起こる。成層し
た場合に、下層の水質悪化が起こる。 

天水 汚染の可能性が極めて低い。 天候（降水）に左右される。保管のた
めの施設が必要である。 
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一般に、「良い水源」は既に開発されており、困難なところが残されている傾向があるこ

とは言うまでも無い。ここで言う「良い水源」とは、上述した 1)から 4)が苦労なく達成で

きる水源で、なおかつ水源が目に見えて、発見しやすいものである。良質な湧水や浅層地

下水は、人の住んでいる場所では既に使われており、長期にわたる利用期間のうちに安全

性も保証されるというものである。一方、水源地の土地開発による水源の汚染という新規

の問題も発生し、水資源の開発は益々難しくなっていく。 

多少原水の水質が悪くても、水処理によって多くの物質を取り除くことができるが、経

済的・技術的制約により、ローテク・ローコストが要求されるため、簡単に除去ができな

い物質が含まれている原水は、開発が難しい。写真 1-1に示すのは、ため池の水を手押しポ

ンプで小規模砂ろ過層に汲み上げて使用するため池ろ過装置（Pond Sand Filter: PSF）である。

電気を必要とせず、また維持管理が容易であるが、ため池の水がフッ素のようにろ過で取

れない物質で汚染されている場合には、このような技術は適用出来ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1-1	
 ため池ろ過装置（PSF）バングラデシュ 

 

すべての先進国もかつては発展途上国であった訳であるが、先行したことによる利点を

享受することが出来た。現在の途上国は、半世紀〜一世紀前の当時の途上国と比べると下

記のように遙かに不利な状況にある。 

 

1) 水資源の逼迫 

世界で使われる水の利用量は、人口増と生活質の向上によりこれまでも増加し続け

これからも増加し続ける見込みである。図 1-1に 1990年までの世界の水利用量の変

化を示す 1)が、このトレンドは変わらない。特に人口増加圧力が高い途上国では、

さらなる水資源開発が必要であるが、良好な水源の多くは開発されており、後発国

であることの不利は言うをまたない。 
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図 1-1	
 世界の水利用量の変化 

 

2) 気候変動 

地球温暖化に起因する海面上昇による、地表水や地下水の塩水化、降水量や気温の

変化など、気候変動を原因とする水資源への影響はこれからますます範囲と規模が

広がる恐れがある。 

 

3) 国境をまたいだ水源確保の競争 

国際河川における上流での水利用の増加により、自国内に流れ込む流量が低下し、

直接的に河川流量が低下して表流水の利用可能量が減るという事象が発生している。

また、河川流量の低下により周辺地下水の涵養量が低下することにより、間接的に

地下水資源も影響を受けている。また、国境付近の地下水利用が国際問題になるこ

とも知られている。国力の弱い国は、水資源に関しても国際間の競争力で劣ること

があり得る。 

 

4) 新規化学物質の飛躍的増加 

新規化学物質は世界中で作り続けられており、日本国内だけでも「化学物質の審査及

び製造等の規制に関する法律」に基づいて届出られた新規化学物質は平成 24年度だ

けで 835件、少量新規化学物質の申出件数は 31,673件に及ぶ。新規の農薬や化成品

の存在、また有毒性があるために規制されるようになった化学物質が、それまでに

環境中に放出されて残留している、残留性有機汚染物質（POPs）など、かつて存在
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しなかった物質の潜在的脅威がある。一方、PCBやダイオキシンのように非常に低

濃度でも発がん性など健康影響がある物質については、測定するためには高度な技

術を必要とする。 

日本の都市水道の歴史は 100 年以上あり、科学技術の進歩とともに歩んできたのは

幸いである。現在の途上国が、急にその水準に 10年や 20年で追いつくのは難しい

と考えられる。 

 

5) 環境および社会的配慮による開発制限 

途上国での大規模水資源開発は、有償もしくは無償の海外からの資金援助によって

行われることが多い。このような事業の環境および社会的インパクトに対する配慮

は大変重要であり、審査が厳しく行われるようになってきていることは歓迎すべき

である。一方、ダム開発のようにインパクトが大きい事業が、かつてに比べて実施

しにくくなっている側面があるのは事実である。開発事業の持つ社会資本の充実に

よる生活質向上と、自然および社会環境の保全はトレードオフの関係にあると考え

られ、最適化が必要である。 

１.３	
 途上国特有の水源開発にかかる問題  

これまで、実際に発現した水源開発の問題事例について、特に途上国特有の背景を持つ

ものを以下にまとめる。 

 
 

	
 水源の汚染 １.３.１

【水系感染症の現状】 

	
 水系感染症による下痢症を起因とした死者数は未だに非常に多い。特に乳幼児死亡の大

きな要因となっており、その対策は世界的な課題である。日本国においては、近代水道の

発展とともに水系感染症が激減したという歴史的経緯があるが、途上国の多くでは、上水

道でも消毒をせずに配水しているケースが多く、水道整備が水系感染症の減少と直接的に

関連付かない場合がある。給水栓で残留塩素が検出されるという、日本では当たり前なこ

とが、実際に達成されている国はきわめて少ないというのが現状である。水を煮沸するこ

とにより細菌類を死滅させることができるが、衛生教育の不足による理解不足や、燃料代

を節約するといった理由により、そのまま飲む者もある。地下水は微生物汚染が無いと考

えられていたが、実際に調査を行うと検出されることがある。 



 7  

【ヒ素を含む地下水】 

	
 1983 年に、インド西ベンガルで地下水でのヒ素汚染が発見されていた 2)が、近接地であ

るバングラデシュで、同様の汚染が明らかになったのは 1993年である。これまで多くの化

学物質による危険性が、被害者が出て初めて明らかになったのと同様、ヒ素障害による患

者の発生により判明したのである。当時、微生物汚染された表流水を飲用することによる

下痢症による乳幼児死亡を減らす目的で盛んに地下水開発が行われ、水源の地下水へのシ

フトが大規模に進み、乳幼児死亡率の減少に寄与したが、その一方、慢性ヒ素症が蔓延す

ることとなった。バングラデシュでの公式発表 3)によれば、砒素症患者数は 2009年に 37,039

人であり、特に被害者数が多い。ヒ素は鉱山や火山地域では汚染の可能性について注意を

払われるが、ベンガルのような洪積地でこのような高濃度で検出されることは予想されて

いなかった。このとき、地下水の水質調査を実施したイギリス地質調査所は、ヒ素の検査

を実施しなかったことで訴訟を起こされている 4)。地下水の大量揚水による水位低下が、更

に水へのヒ素の溶出傾向を促しているという報告 5)もあり、適正な地下水利用のための管理

が国を挙げて打ち立てられる必要がある。一方、ヒ素が含まれていない深層地下水を新た

な水源とするために、深層地下水の開発を政府は進めているが、近年、深層地下水でも基

準値以上のヒ素が検出される事例が報告されており、解決への道は遠い。 

 これまで、インド、バングラデシュがヒ素汚染で世界の耳目を集めて来たが、周辺国の中

国、パキスタン、ミャンマー、カンボジアでも患者が発見され、汚染地域は調査が進むに

つれ広範であることが知られてきている。アジア以外にも、これほど広範かつ深刻でない

が、世界的に自然由来のヒ素による汚染が報告されている 6)。 

 

【天然由来のフッ素】 

	
 フッ素は地質に一般的に含まれる物質で、蛍石や氷晶石などの鉱物が知られているが、

中央アフリカやインド、中国などで地下水に含まれる高濃度フッ素によるフッ素症患者が

発生している。古くは風土病と考えられていたが、現在ではフッ素の過剰摂取に起因する

と知られている。斑状歯として歯の表面に斑点が見られる歯のフッ素症と、骨格の病変と

して現れる骨のフッ素症がある。スリランカ他、各国で問題視されている慢性腎臓症（CKD: 

Chronic Kidney Disease）は未だに原因の解明途上であるが、飲料水中のフッ素との関係が大

きく疑われている 7)。水の中のフッ素はイオンとして存在し、イオン半径が小さく水処理で

除くのが難しい物質の一つである。難溶性のフッ化カルシウムとして沈殿除去することに

より濃度を下げることが可能であるが、飲料水の基準を満足するレベルまで低コストで下

げる方法は研究途上であり、高度な水処理が難しい場合では、代替水源への移行か、フッ

素濃度の低い他水源の水との混合による希釈しか有効な方法がない。 
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【硝酸・亜硝酸】 

	
 硝酸・亜硝酸もありふれた物質である。肥料や生活排水、屎尿に含まれ、汚染されやす

い水源では、飲用に不適な水準に至ることが簡単に起こる。硝酸・亜硝酸は発がん性など

の慢性疾病を起こすことがあるとは証明されておらず、主に乳児のメトヘモグロビン血症

を引き起こす急性疾病原因物質として知られている。硝酸、亜硝酸、アンモニア等窒素化

合物は酸化還元状態の違いより、相互に形態を変えるため、合量を指標とするべきと考え

ることもできる。 

	
 	
 	
 	
 	
 𝑁𝐻!! +
!
!
𝑂! → 𝑁𝑂!! + 𝐻!𝑂 + 2𝐻!  アンモニアの亜硝酸への酸化 

𝑁𝑂!! +
!
!
𝑂! → 𝑁𝑂!!               亜硝酸の硝酸への酸化 

	
 途上国では、井戸のような個別水源のそばにトイレがあって地下水を汚染し、硝酸等窒

素化合物の濃度が高くなっている事例がよく見られ、このような場合には小範囲の窒素汚

染ですむが、広範囲の農業活動からの施肥の影響や、家畜糞尿処理を原因とした汚染はそ

の影響も広範囲に及ぶ。 

	
 窒素化合物はまた、富栄養化を引き起こす栄養源であるので、ため池などに生活排水等

が流れ込み富栄養化が進んだ結果、藻類の爆発的な発生が起こることがあり、その結果と

して、飲用に不適な水質になってしまうことがある。またある種の藍藻は毒素を生産し、

それが貝などで濃縮して中毒を起こすことがあり、座視できない問題である。熱帯、亜熱

帯での浅いため池などでは、水源としての適性を考える際に重要な項目である。 

 

【塩水化】 

	
 著者がプロジェクトに参加していたバングラデシュでは、砒素の問題のみならず、地下

水の塩水化と河川水への塩水遡上域の侵入が沿岸域で明らかになっていたが、同様の問題

は島嶼で更に深刻度が増す。 

 
 

	
 過剰開発 １.３.２

途上国では都市部でも地下水を利用している所は多いが、都市化と人口集中による水使

用量の増大により、過剰揚水が顕著になり深刻な地下水位低下と井戸の枯渇が起こってい

るケースが多く見られる。日本でも、1960〜70 年代を中心として過剰揚水による地下水位

低下と地盤沈下が深刻化したが、既に水道が発達していたため、用水の逼迫としてはその

影響が強く現れなかった。上水道の整備が遅れている、もしくは上水道の水源の多くを地

下水に頼っている大都市は途上国に多いが、そのほとんどが、過剰揚水による水源の危機
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に瀕していると言っても過言ではない。インドネシアの首都ジャカルタ、バングラデシュ

の首都ダッカなど枚挙にいとまがない。パキスタン第 2 の都市ラホールでは、地域の地下

水を涵養している河川流量が、河川上流の中国でのダム開発により激減し、過剰揚水とも

相まって地下水位低下が激しい 8)が、このような国際河川特有の課題も海外では顕著である。 

 

	
 水資源利用の競争 １.３.３

【国際的水資源の問題】 

	
 前節でも触れたように、国際間の水資源利用の競争は多くの問題を孕んでいる。国際河

川においては流域各国で管理のためのメコン川委員会、ドナウ川委員会のような委員会を

結成している例が多く、問題解決を図ろうとしているが、常に紛争の火種は尽きない。特

に新興国が積極的にダム建設を行おうとしている場合には下流に位置する国から猛反発が

起こり国際問題化する。集水域全体を見れば、更に関係国は増え、問題が複雑化する様相

が見える。 

	
 河川だけではなく、地下水でも同様の問題が発生しているが、河川水のように、すぐ問

題が目に明らかにならないことから、2国間または多国間の協定に結びつくことが更に難し

くなっている。アンチレバノン山脈に起源を有する地下水源はシリアとレバノンの重要な

水源であるが、地下水盆を共有している国境付近の地下水開発が問題視されているにもか

かわらず、協定が結ばれていなかった。図 1-2に二国の国境線と、地下水集水域、主要な湧

水を示す。シリアの首都ダマスカスは Figeh 湧水と Barada 湧水に多くを頼っているが、図

に示すように、集水域は国境と無関係に存在する。著者が調査を行ったのは 2007年である

が、その後シリアでは内戦が勃発し、水源開発にかかる協定どころの話しではなくなり、

現時点まで現地にも入れない状況が続いている。戦争も海外での調査において、一つの留

意事項として入れなくてはならないのは、非常に残念である。 
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図 1-2	
 地下水盆を共有するシリアとレバノン 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 （Inventory of Shared Water Resources in Western Asia - Anti Lebanon9） に加筆） 

 

【セクター間の競争】 

生活用水の使用量は、人口増加によるものだけでなく、生活様式の近代化も増加の要員

となる。日本の例を見ると、一人当たりの生活用水使用量は、1965年に 160ℓ/日だったもの

が 1995年には倍増の 320ℓ/日に達し、その後減少に転じたが 280ℓ/日台の水準にある。今後

世界的な生活用水の水需要は、人口増加圧力のみならず生活質の向上からも増加の一途を

たどることは間違いない。一方、全世界の水利用の内訳を見ると、農業用水が約 7 割、工

業用水が約 2割で、生活用水は約 1割に過ぎない。なお、図 1-3および 1-4のデータソース

は FAOが提供している水に関するデータベースサイト aquastat10)による。ここで使用した各

国のデータは 2006年前後のものが集められている。 

レバノン 

シリア 

国境線 

Figeh	
 湧水集水域	
 

Barada	
 湧水集水域	
 

Anjar-	
 Chamsine	
 湧水集水域	
 

主要湧水 集水域 
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図 1-3	
 世界の水利用の内訳 

 

この水利用の構成は、国によって大きく異なる。以下に地域別のグラフを示す。 

 

図 1-4	
 地域別水利用の比率 

 

先進国では、日本で意外に農業用水の比率が高いことを除き、欧州、北米という工業化

が進んだ地域では工業用水の比率が高い。途上国が多く集中しているアジア、アフリカ地

域では農業用水の比率が 8 割以上と高くなっている。安定的な農業と、乾季の農業生産量

増大のために、農業国ではますます灌漑用水の需要が高まっており、生活用水の需要とぶ

つかる事例も見られる。灌漑で利用する水の量は生活用水よりはるかに多いため、灌漑に

よる農業用水の開発圧力が生活用水開発を凌ぎ、生活用水の新規開発が難しい場合も国に

よっては見られる。 
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 紛争その他 １.３.４

	
 著者は、シリア、スリランカ、東ティモール、ミャンマーと戦争や内戦の影響を受けた

国での調査経験があるが、このような国で問題となるのは、需要人口の見積もりである。

難民または帰還民などの流動性人口が多く、センサスの結果も当てにできないため、人口

を基にした将来計画を立てるのが難しくなる。シリアの場合は、2007 年当時自国内は安定

していたが隣接しているイラクからの難民による人口増が水需給に大きな影響を与えてい

た。日本にいては分からない、これもまた海外ではあり得る課題である。 
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第２章	
 水質管理の現状  

	
 本章では、水質管理の現状と課題の分析を行う。 

２.１	
 水質管理のアプローチ手法と現実  

飲料水水質管理の手法として定着している二つの方法を概観し、途上国での課題を以下

に論述する。水質管理は基準値や管理値を定めて、遵守義務を負わせることによる行政的

な管理によって行うものと、水安全計画や水道管理計画などの水道事業者が自ら行うもの

がある。 

 

	
 Standards and Guidelines ２.１.１

水質管理手法の最も単純なものは、基準値を定めてその範囲内に入るように管理する方

法である。日本では水道法第 4 条に基づいて水質基準が厚生労働省令によって定められて

いる。また水道法 20条では、水道事業者に対して、定期及び臨時の水質検査義務を負わせ

ており、その項目と頻度について省令で細かく定められている。このようにして、日本の

水道水質は厳しく管理されている。一方、諸外国でも水質基準は多く定められているが、

それが何のための数字であるかという理解はされていないことが多く、遵守義務も管理義

務も不明確であることが多い。基準値自体について以下に述べる。 

WHOの"Guidelines for Drinking-Water Quality"は、飲料水水質基準の世界標準と言っても

良いだろう。多くの国ではこれを参考に自国の基準値を定めており、また国独自の飲料水

基準を持たない場合には、WHOのガイドライン値を参考にしていることが多い。このガイ

ドライン値は、一生涯摂取し続けても健康に対する耐容リスクを超えない濃度として設定

されており、かなり安全側に考えられている。また、飲料水中に存在しうる濃度が健康影

響を起こす濃度よりもかなり低いと考えられる物質は除外されている（たとえばアンモニ

ア）。ただし、水処理による除去の限界や、化学分析による検出限界を考慮し、健康影響リ

スクのみから算出された値より高い暫定値を設定している場合もある。個々の対象となる

項目について化学的、毒物学的特性や、環境中での存在形態などについても記載があり、

教科書としても有用である。 

ガイドライン第 4 版の目次を参考のために以下に示す。	
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WHO 飲料水ガイドライン（第 4 版）目次	
 

	
 

1. Introduction	
 （序） 
2. A conceptual framework for implementing the Guidelines	
 （本ガイドラインを実践する
ための概念上の枠組み）	
 	
 

3. Health-based targets	
 （健康に基づく目標）	
 
4. Water safety plans	
 （水安全計画）	
 
5. Surveillance	
 （サーベイランス）	
 
6. Application of the Guidelines in specific circumstances	
 （特殊な状況における本ガイド
ラインの適用）	
 

7. Microbial aspects	
 （微生物学的観点）	
 
8. Chemical aspects	
 （化学的観点）	
 
9. Radiological aspects	
 （放射線学的観点）	
 
10. Acceptability aspects: Taste, odour and appearance	
 （受容性の観点：臭気、味および
外観）	
 

11. Microbial fact sheets	
 （微生物ファクトシート）	
 
12. Chemical fact sheets	
 （化学物質ファクトシート）	
 
Appendix	
 （付録） 
	
 	
 	
 カッコ内の和訳は国立保健医療科学院発行の日本語版による 

	
 	
 

WHOが最初に基準値（Standards）を打ち出したのは、1958年の	
 “International Standards 

for Drinking-Water, 1st ed., 1958”で、63年に第 2版、71年に第 3版が出ている。これは 84

年に、"Guidelines for Drinking-Water Quality"と形を変え、ガイドラインとしてはこの 84年

の第 1版に次いで、93年に第 2版、2004年に第 3版が出され、2011年に出された第 4版が

2014年現在最新版である。Standardsであった頃は濃度の基準と、試験法が主とした記載内

容であったが、ガイドラインとなってからは、リスク管理の視点が打ち出されており、そ

れぞれの国の実情にあった、水安全計画の策定を促している。 

水質基準値の変遷は科学技術の進歩と大きな関連がある。特に大きな関連があるのは、(1)

分析測定技術、(2)毒物・毒性学および(3)リスクマネジメントの 3点である。 

表2-1にWHOと日本での基準値の変遷について一部を取り上げて示した。1958年のWHO

の例では数値の後に当時の分析方法を示したが、すべて、検水に対象物質と反応する発色

試薬を添加して、発色の程度で濃度を測定する比色分析法（分光光度法を含む）である。

例えばヒ素についてみると、1958年のWHOの基準では、0.2mg/ℓであり、これは今の基準

値 0.01mg/ℓから見るとかなり高い濃度であるが、当時世界的に使われていた分析方法では、

この程度の濃度レベルまでしか測定できなかったという背景があることによると考えられ

る。現在では、比色分析ではジエチルジチオカルバミン酸銀分光光度法という低濃度まで

検出可能な方法が適用可能になっている一方、原子吸光光度計や誘導結合プラズマ分光光



 15  

度法（ICP）など高度な分析機器が開発され、ごく微量まで精度良く測定できるようになっ

てきており、それとともに基準値も下がっている。これら分析機器による方法は、微量定

量分析に適しているだけでなく、一斉分析、自動化分析に向いており、多項目、多試料を

測定するのに適していることから導入が進む一方、発色試薬に重金属を含むことが多く、

また妨害物質の影響を受けやすい比色分析法は標準法から徐々に削られて行っている。 

 

表 2-1	
 WHOのガイドライン値と日本の基準値の変遷の一例（mg/ℓ） 

  WHO 日本 

制定年 1958年 1993年 1950年 1992年 2014年 
鉛 0.1  0.01 0.1 0.05 0.01 

ジチゾン法 EASS, ICP, 
ICP-MS 

ジチゾン法 
硫化ナトリウム
法 

AAS, ICP AAS, ICP, 
ICP-MS 

セレン 0.05  0.01 なし 0.01 0.01 
比色法 FAAS, 

EASS, ICP, 
ICP-MS 

 Abs, FAAS, 
EAAS, GC 

FAAS, EAAS, 
ICP, ICP-MS 

ヒ素 0.2 0.01 0.05 0.01 0.01 

グッツァイト
法 

FAAS, 
EASS, ICP, 
ICP-MS 

グッツァイト法 Abs., FAAS Abs., FAAS 
ICP, ICP-MS 

シアン 0.01 0.07 不検出（0.01） 0.01 0.01 

滴定法  発色法 Abs. Abs., IC 
カドミウ
ム 

なし 0.003 なし（69 年暫定
基準 0.01mg/l） 

0.01 0.003 

 EASS, ICP, 
ICP-MS 

Abs, FAAS(70年) FAAS, EAAS, 
ICP 

EAAS, ICP, 
ICP-MS 

分析法略号：FAAS（原子吸光光度計）、EAAS(フレームレス原子吸光光度計)、ICP（誘導プラズマ分
光光度法）、ICP-MS（誘導プラズマ分光光度法質量分析）、Abs.（分校光度法）、IC（イオンクロマトグ
ラフ法） 

 

カドミウムについては、古くは基準値が設定されていなかったが、日本においては、60

年代初頭よりイタイイタイ病の原因物質であることが疑われ、69年に暫定基準が制定され、

次に基準項目に設定された。 

一方、毒性学の進歩によって、基準値が見直された例は多く、たとえば、WHOのガイド

ラインではシアンは 0.01mg/ℓから 0.07mg/ℓに見直されている。このように、毒性学の見地

から当初考えられていたよりも、人間に対する毒性が低いことが分かって、数値が緩くな

るケースもあるが、急性毒性以外に、慢性毒性や発がん性の研究が進むとともにより厳し

い基準値となるケースが多い。特に、農薬や工業製品などで新規の有機合成化合物が新た
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に作られていく昨今においては、健康影響を与えると考えられる項目は増えていく傾向が

ある。例えば、日本の飲料水基準項目は、1978 年には 29 項目であったが、1992 年の大幅

改正でトリクロロエチレン等の有機物が加わって 46項目となり、2014年現在では 51項目

が定められている。 

途上国においても、自国の基準を持っている国は多い。一般的に、WHOのガイドライン

値を参考にしている例が多く見られる。ただ、基準は厳しいほど良い、という考えが背景

にあるのか、とても達成不可能であったり、国内で測定する施設がなかったり、という例

も見られる。また、公式に出された文書に誤植があり、基準として記載されている物質名

が別の化学物質名であったなどという笑えない例もある。また、単位がμg/ℓであるべきと

ころが mg/ℓと誤記されている例は、何度かみかけたものである。従って、国家基準を持っ

ている国においても、日本やWHOの基準と比較してみることは重要である。 

リスクマネジメントの考え方に基づき、現在日本では、水道水の水質について、遵守義

務のある水質基準 51項目の他に、水質管理上留意すべき項目として水質管理目標設定項目

26項目と、評価がまだ定まっていない要検討項目 47項目が定められている。これら項目は、

最新の知見により随時見直しが行われ、逐次改正が実施されている。従って、これを参照

する場合は常に最新データであることを確認する必要がある。先進国では同様に逐次改正

を行っている国も多い。途上国では、一斉改正の例が多いように見えるが、いずれにせよ、

水質基準は見直されるものであるため、最新の情報取得は基本である。 

リスクマネジメントによる水質基準の決め方として、日本での水道水中の農薬の例を挙

げる。通常の基準値は単独の物質について決められているが、農薬については、それぞれ

の農薬毎の基準値を決める方法ではなく、対象とする 120 種類（2014 年現在）の農薬の検

出指標値の合計が１を越えないという総農薬方式を採っている。 

 

ここで DIは検出指標値、DViは農薬 iの検出値、GViは農薬 iの目標値である。 

対象とする農薬は、これまでの検出履歴や、出荷状況を鑑みて農薬については対象項目

が常に見直されている。このように、科学的かつ合理的に水質基準が決定されている日本

の状況から考えると、途上国での基準の設定とその管理方法は、課題が多いものがあると

言わざるを得ない。 

 

 

 

DI = DVi
GVii

∑
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 Water Safety Plan ２.１.２

Water safety plan（WSP 水安全計画）アプローチは、2000年頃から盛んに議論されるよう

になったリスク管理手法で、食品製造などで使われる HACCP (Hazard Analysis and Critical 

Control Point)をお手本としており、以下の 3点から成る。 

1) 水道水の供給過程において、全体として定められた目標を満たす水質の水を供給

できるかどうかを判定するためのシステムの評価 

2) 目標を満たすための運転監視 

3) 管理・情報伝達計画 

基準値を設定して濃度管理をするという、最終的結果に着目する手法とは異なり、そこ

に到達するためのプロセスの最適化と適切な制御実施のためのシステム確立、すなわち、

過程に着目する手法であると言える。WHOのガイドラインでも、WSPの導入が勧められて

いる。WSP はそれぞれの現状に合わせて管理計画を作成し、それに沿って運営していくと

いう考えなので、理屈では中小の給水事業でも実施することが可能である。言われるとこ

ろの PDCA サイクルと似ている。PDCA は Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Act

（改善）をサイクルとして、改善の結果次の計画を作成し、改善しながら運営していくと

いう手法で多くの分野で取り入れられている。実際には、サイクルというより上昇螺旋を

描くイメージである。 

表 2-2 はガイドラインで紹介されている半定量リスクマトリックスアプローチ

（Semi-quantitative risk approach）の表である 11)。 

表 2-2	
 リスクマトリックス 

可能性 頻度 

深刻度と影響 
取るに足り

ない 
マイナー 中程度 メジャー 壊滅的 

影響なし コンプラ

イアンス 
外観 法規制 公衆衛生 

ほぼ確実 1回/日 5 10 15 20 25 
あり得る 1回/週 4 8 12 16 20 
余り高くない 1回/月 3 6 9 12 15 
ありそうにない 1回/年 2 	
 	
 4 6 8 10 
まれな 1回/5年 1 2 3 4 5 
ここで出されたリスクスコアにより評価を行う。 

リスクスコア < 6 6 - 9 10 - 15 15 < 

リスクレート 低い 中程度 高い 非常に高い 

 

たとえば、赤痢菌の飲料水への混入は一番右列の公衆衛生に壊滅的な影響を与えるレベ
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ルと考え得るが、日本であれば表に示す縦軸にある頻度が最下位であるのでリスクは低い。

しかし途上国で年に一回以上発生すると考えられれば、「高い」か「非常に高い」に分類さ

れるだろう。このようなツールを利用して半定量的にリスクを評価し、それに基づいて管

理すべきポイントを絞ってゆくことが勧められている。この考え方は、調査においても、

リスクの同定と優先度付けに応用可能であると考えられ、3.3.1章において後述する。 

 

２.２	
 水質管理の課題  

2.1章で主な水質管理の手法として優れており、世界的に導入されていると考えられるも

のを 2 つ挙げたが、それが実際にはなかなか実行されていない。その原因について、以下

に述べる。 

 

	
 施策履行能力の課題 ２.２.１

途上国で最も問題となるのは、各種施策が画餅に帰し、実行が伴わないことである。ま

ず、日本での例をみると、水道の水質基準は遵守項目であり、それをモニタリングするこ

とが水道事業者に義務づけられている。また、基準値超過時については、取水、給水停止

などの措置について、細かく規定されている。このようにして、基準値をよりどころとし

た水道水質管理は厳しく制度化されている。一方、環境水の水質基準などが含まれている

環境基準については、規制ではなく「維持すべき目標」であり、超過したからと言って罰

則があるわけではない。しかし、これを達成するため、実情を知り、排出基準（こちらは

規制値であり罰則がある）の見直し等に役立てることを目的として、きめ細かいモニタリ

ングが実施されている。 

一方、途上国では、水質基準の取り扱いが不明確である。一般的にモニタリング体制が

殆ど整っていないケースが多く、水道水質についてすら定期的にモニタリングしている事

業所は多いとは言えない。水道水質が基準を上回ったからと言って、取水や給水が停止さ

れたという例は、残念ながら聞いたことがない。法令では遵守が義務づけられているにも

関わらず、基本的に遵守事項という意識が低いことが多く見られる。 

バングラデシュでは、ヒ素の水質基準を現行の 0.05mg/ℓから 0.01mg/ℓに下げようという

動きがある 12)が、現実を全く無視したものとしか思われない。まず第一にそのレベルの正

確な測定が一部の試験所を除いてほぼ不可能なこと、第二にそれを強いると、飲用に適す

る井戸が激減することの 2 点がある。遵守することが不可能な基準を定めようとする、と
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いう姿勢からも水質管理に対する理解の不足が分かるが、バングラデシュ国に限ったこと

では無いのである。 

WSPについても、これに基づいた水質管理を導入しようと、WSPを作成する例や、もっ

と上位の計画・政策にWSPの導入が明記されている例が散見される。ただ、やはり多くの

場合、とにかく文書を作成することに重きが置かれ、実行可能性と乖離したものとなる傾

向がある。 

水道を利用する者が、水道水の品質に対して大きな期待を持っていなければ、供給側の

改善への動機付けにはなりにくい。ドナーや NGOなどに勧められるまま、ガイドラインや

マニュアルに沿ってWSPを作成し、定着には至らないということがしばしば起こっている。 

常に資金と人員の不足に面している多くの途上国においては、モニタリングを継続する

ことは非常に高いハードルである。従って、水質基準によるものでも、WSP によるもので

も、観測・測定を続けることが出来ないために、水質管理が頓挫する例が非常に多い。 

 

	
 技術力 ２.２.２

2.1.1 で述べたように、ヒトへの健康影響の観点から水質の基準値が決められているが、

慢性毒性を考慮することにより基準値濃度は一般にかなり低いものとなっている。自然界

に存在する物質は ppm から ppb レベル、有機化学物質では ppt レベルもある。日本の水道

水質基準値（2014 年現在）と相当する WHO のガイドライン値（第 4 版）を一覧表にした

ものを表 2-3に示す。なお、微生物と、ガイドラインにのみ定められている農薬類は除いて

いる。 

表 2-3	
 水道水質基準値の比較 

項目 日本 WHO 項目 日本 WHO 

アルミニウム 0.2 − 四塩化炭素 0.002 0.004 
アンチモン 0.015 0.02 1,4-ジオキサン 0.05 0.05 
ヒ素 0.01 0.01（暫定） ジクロロメタン 0.02 0.02 
バリウム 0.7（要監視） 0.7 1,2-ジクロロエタ

ン 
0.004 0.03（発がん

リスクより） 
ホウ素 1.0 2.4 1,2-ジクロロエチ

レン 
004 0.05 

カドミウム 0.003 0.003 トリクロロエチレ

ン 
0.01 0.02（暫定） 

塩素イオン 200 NBE テトラクロロエチ

レン 
0.01 0.04 

クロム 0.05（六価） 0.05（暫定） ベンゼン 0.01 0.01（発がん） 
シアン 0.01 NBE 銅 1 2 
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項目 日本 WHO 項目 日本 WHO 

フッ素 0.8 1.5 pH 5.8〜8.6 NBE 
硬度 300 なし セレン 0.01 0.04（暫定） 
鉄 0.3 NBE ナトリウム 200 NBE 
マンガン 0.05 なし 蒸発残留物 500 NBE 
水銀 0.0005 0.006 ウラン 0.002（管理） 0.03（暫定） 
ニッケル 0.01（管理） 0.07 亜鉛 1 NBE 
硝酸塩 硝酸・亜硝酸性

窒素として 10 
50 鉛 0.01 0.01（暫定） 

亜硝酸塩 3 臭素酸 0.01 0.01(暫定） 
フェノール類 0.005 ― 塩素酸 0.6 0.7（暫定） 
ブロモホルム 0.09 0.1 ホルムアルデヒド 0.08 NBE 
ブロモジクロ

ロメタン 
0.03 0.06 (b) ジブロモクロロメ

タン 
0.1 0.1 

総トリハロメ

タン 
0.1 (各物質とガイド

ライン値との比

の和が１を超え

ない） 

クロロホルム 0.06 0.3 

ジクロロ酢酸 0.04 0.05（暫定） モノクロロ酢酸 0.02 0.02 
陰イオン界面

活性剤 
0.2 ― トリクロロ酢酸 0.2 0.2 

色度 5 ― 非イオン界面活性

剤 
0.02 ― 

臭気 異常でないこと ― 味 異常でないこ

と 
― 

総有機炭素 3 ― 濁度 2 ― 
ジェオスミン 0.00001 ― 2-メチルイソボル

ネオール 
0.00001 ― 

*NBE (Not Been Established)：飲料水中に含まれるレベルでは健康上問題がない 

	
  

	
 このような低濃度を精度良く測定するためには、技術と設備とインフラが必要である。

その上、項目数も増え続けており、日本の例では、29項目(1978年)→46項目（1992年）→51

項目（2014）となっている。このような多成分のモニタリングに対応するためには、化学

分析機器による一斉分析など、より効率化された方法を取る必要が増している。	
 

主要項目と公定法に基づく測定方法、必要機材について表 2-4にまとめる。 

 

表 2-4	
 項目と測定方法、必要機材等 

測定項目 測定方法 必要機材 必要条件 
pH、EC 専用メーターによる pH メーター、EC メ

ーター 
電源 

無機化合物 分光光度法 分光光度計 安定的電源 
イオンクロマトグラフ
法 

イオンクロマトグラ
フ装置 

安定的電源 
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測定項目 測定方法 必要機材 必要条件 
金属類 分光光度法 分光光度計 安定的電源 

原子吸光光度法 原子吸光光度計 安定的電源 
燃料ガス 

ICP ICP クリーンルーム 
安定的電源 
キャリアーガス 

有機化合物、農薬 ガスクロマトグラフ法 
液体クロマトグラフ法 

ガスクロマトグラフ
装置 
液体クロマトグラフ
装置 

安定的電源 
キャリアーガス 

 

高度な分析機器が存在しないと測定できない項目があるが、農薬の測定に必要な液体ク

ロマトグラフ装置（以下 LC）やガスクロマトグラフ装置（以下 GC）がその国の中に一台

も無い国さえあった。バングラデシュでは、度重なる停電のために、ヒ素の測定に使用す

る原子吸光光度計の使用がままならず、発電機を購入したが、燃料を購入する予算がつか

ず、分析が計画通り進まないという事態にしばしば遭遇したものである。微量分析を行う

には、清浄な環境が必要であるにも関わらず、砂塵が吹き込む試験所を訪ねたこともある。

安定的電源、純水、機器の運転に必要な薬品やガスなどにおいて、日本では考えられない

「不足」があること、それが海外で忘れてならない最も重要な点である。 

WHOのガイドラインでは表 2-3に示したように、暫定値として設定されているものがい

くつかある。砒素とクロムについては、ガイドライン値を設定する際に、健康リスクによ

り算定された値が、達成できる定量可能なレベルより低いこと、現実的な処理方法、水源

保護などにより達成できるレベルよりも低いこと、という 2 つの理由から、算定値よりも

高い値が暫定値として設定されている。一方、セレンやウランは、評価を行うための健康デ

ータベースに不確実性があることから、暫定値とされている。このように、ガイドライン

値は定量可能性も考慮されたものとなっているが、実際にそのレベルに達している試験所

を探すのは難しい。表 2-1に示した 1958年レベルの技術では、現代の水質汚染源をモニタ

リングするのは難易度が高すぎるといえるが、途上国ではまだこの段階にある国が多いの

である。 

 

	
 日本と異なる環境要因 ２.２.３

	
 日本での知識と経験を敷衍して新しい土地での調査を実行しようとする場合、注意を払

わねばならないのは、気候や文化の違いを考慮することである。 

＜気候・風土＞ 

	
 水質基準は、大人が毎日２ℓの水を飲用するという前提でリスク算定を行っていることが
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多い。従って、飲用する量が、乾燥地などで大きく異なる場合はリスク要因が異なってく

ることがありうる。また、水以外、大気や食物からの摂取量が大きく見込まれる場合には、

リスクの見直しが必要である。 

	
 瞬間降雨強度が非常に強い、気温が非常に高い、または低い、と言った理由で、計測機

器が使用できないことが起こる。また、舗装されていない道路では、雨季の間、長期に渡

って対象地に車両で入ることができないことがあった。気象条件はしばしば調査の阻害要

因となりうる。 

 

＜文化＞ 

	
 飲料水に対する考え方は、その地域や生活形態によって自ずと異なってくる。24 時間消

毒された水を家の中で蛇口から直接飲むことができる、という日本の状況の方が、全世界

的に見て異常であると言うことすらできる。 

	
 たとえば、水は煮沸して飲むものだと考える地域の人々がおり、生水を飲むなんて不潔

だと考えるかもしれない。生まれた時からミネラルが豊富な水を飲んで育った人は、硬水

を好み、天水利用への切り替えを嫌がるという事例があった。 

	
 また、ミャンマーでは、貧困層以外では飲み水は買うものという認識があり、水道水の

水質向上に対する要求が低く、低水準の料金を維持する方が重要視されている。 
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第３章	
 調査手法の提案  

	
 本章では、よほど現地の状況に通じていない限り、限られた期間で十分な成果を上げる

ことが難しい海外での調査について、これまでの経験から効率的かつ効果的な調査を行う

ための手法を提案する。対象地の水源の状況、考えられるリスク要因等について事前の情

報収集で洗い出しを行っておき、現地調査で確定する。品質に大きなばらつきの存在する

可能性の高い現地情報の取捨選択、短期で実施するためのリスク要因の評価について以下

に詳述する。 

３.１	
 情報収集  

	
 実際に調査を行うに当たって、まず取り組むべきは、既存資料調査（これまでの観測デ

ータ等）である。インターネット上で多くの情報が得られるようになった昨今では、事前

に現地の状況を知ることが可能となり、アプローチは格段に行い易くなったと言える。し

かしながら、観測データの蓄積は愕然とするほど少ないケースが多い。日本のように何十

年もの間の観測データが利用可能である環境は、世界的には希少なのである。そこで、い

ろいろなデータソースを利用して、基礎となる情報を細切れ的にでも収集し、それを再構

成する作業が必要となる。 

	
 現地調査に臨むには、不足している情報を確認するという程度まで絞り込みが可能に思

われるが、実際に現地に足を運ぶと、流通情報だけでは気づかなかった落とし穴が待ち構

えていることがある。 

	
 ここでは、資料収集の手法と、現地調査に至る流れ、また課題とアプローチ手法につい

て考察する。 

 

	
 インターネット情報 ３.１.１

	
 現地の一般情報については、日本の外務省をはじめ、国内機関および国際機関から各種

情報を取得可能である。海外調査で有効と考えられる情報源を以下にまとめる。対象国の

政策・経済・安全等の一般情報や人口・土地利用など地理学的情報なども入手可能で、概

要を把握するのに便利であり、また安全情報などは現地調査に向かう前に必ず一読するべ

きものである。 
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表 3-1	
 各国一般情報取得先例 

 情報源 情報の種類 Website URL 

1 外務省 各国・地域情勢 http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/ 

 JICA（国際協力機構） 世界の様子（国別
生活情報） 

http://www.jica.go.jp/regions/seikatsu/index.h
tml 

 世界銀行（WB） 各種データ http://data.worldbank.org/ 

 アメリカ中央情報局
（CIA） 

The world fact book https://www.cia.gov/library/publications/the-
world-factbook/ 

 世界保健機構（WHO） 各国情報（保健・
衛生を主として） 

http://www.who.int/countries/ind/en/ 

 海外安全ホームペー
ジ 

外務省が提供する
渡航情報 

http://www.anzen.mofa.go.jp/ 

 
国際開発金融機関は世界銀行（WB）だけでなく、地域毎にあり、対象地域の情報が充実

している。アジア開発銀行（ADB）、アフリカ開発銀行 (AfDB)、欧州復興開発銀行 (EBRD)、

米州開発銀行グループ (IADB)、イスラム開発銀行（IsDB）、などが主なもので、ウエブサ

イトから地域の詳細な情報が入手可能である。 

	
 水資源、水質関係の情報も各種インターネット上に存在するが、信頼できて網羅的なサ

イトを表 3-2に紹介する。 

表 3-2	
 水資源・水質関係情報 

 情報源 特徴 Website URL 

1 厚生労働省 日本の水道、飲料水水質の状況、政策に
ついての情報はここから得られる。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisa
kunitsuite/bunya/kenkou_iryou/
kenkou/suido/index.html 

2 WHO 水、衛生、健康に関する情報がかなり広
く集められる。飲料水ガイドラインもこ
ちらからリンクしている。 

http://www.who.int/water_sanit
ation_health/en/ 

3 国際連合食
料農業機関
(FAO) 

各国の水資源・灌漑・ダム、国際河川・
水域の情報などが入手可能である。 

http://www.fao.org/nr/water/aqu
astat/countries_regions/index.st
m 

4 FAOLEX FAOが運営する世界各国の食料、農業、
再生可能な資源に関する法令を網羅し
たデータベースで、環境法、水質基準等
のデータを入手することが可能である。 

http://faolex.fao.org/ 

5 国際試験所
認定協力機
構(ILAC) 

各国の試験所認証機関のコンタクト先
を入手出来るので、ここから対象国で比
較的信頼できると考えられる検査機関
を探すことが可能である。 

http://ilac.org/signatory-search/ 

6 メコン川委
員会（MRC） 

メコン川流域の情報とモニタリングデ
ータを提供している。 

http://www.mrcmekong.org/ 

 

大きな国際河川では、流域諸国が河川の保全と持続可能な開発について協議する場所と

して、国際河川委員会を結成している例が多い。メコン川委員会（MRC:	
 Mekong River 
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Commission）は有名であるが、ドナウ川保全国際委員会 (ICPDR: 	
 The International 

Commission for the Protection of the Danube River)、サバ川委員会（ISRBC :	
 International Sava 

River Basin Commission、ナイル川流域イニシアチブ（NBI:	
 Nile Basin Initiative）などが存

在しており、モニタリングデータや各種情報を公開している。調査対象の流域名と

commissionの 2つの語で検索をすると思わぬ情報源にたどり着くことが可能かもしれない。 

分析試験所の認証機関からの情報は水質検査を海外で委託する時に参考にすることがで

きる。国際試験所認定協力機構（ILAC）は、試験所及び検査機関の認定機関をメンバーと

した組織された国際協力機関で、現在 70カ国以上が参加している。それぞれの国で出され

た試験結果を相互に承認することを目的として、認定による品質保証を有効にするための

ものである。試験所・校正機関の品質マネジメントシステム国際規格である ISO17025に準

拠することで品質の確保を行っており、参加国でも比較的品質に信頼がおけると考えられ

る。ILACのウエブサイトにはそれぞれの国の認定機関の連絡先が掲載されている。各国認

定機関は国内の認定済み試験所等の情報を公開しており、ここから海外調査においても比

較的信頼できる試験所を見つけ出すことができる。ここでは ILACを紹介したが、その他に

も同様の認証機関組織が多くあり、対象国で検査機関を探す時の参考とできる。また、

APLAC（Asia Pacific Laboratory Accreditation Cooperation）のような、地域の試験所認定機構

も存在し、こちらも参考にできる。 

 

	
 政府文書 ３.１.２

	
 各国政府のオフィシャルウエブサイトでいろいろな情報を取得することが可能であるが、

国によって情報量は大きく異なる。また、アップデートが行われず情報が古いことも多い

が、政策や法令、基準など入手出来る国もあるので、一度は調査対象国の公式サイトで活

用可能な情報について確認することが勧められる。 

現地語しか存在しないこともあるが、ウエブ上での翻訳サービスも多言語になってきて

おり、知らない言語のウエブサイトであっても、少しは情報を得られる可能性がある。Google

で無料で配布しているウエブブラウザ（Google Chrome）は、ウエブサイトを自動で翻訳す

るというサービスがあるので、異言語のウエブサイトをチェックする必要がある時には便

利である。言語の構造上の問題によると考えられるが、このような翻訳サービスを利用す

る時に日本語に訳すと意味が分からないことが多い。英語に訳すと意味が取り易くなる。 

	
 ドナーがプロジェクトで政策文書を作成し、国会等での公式な承認が得られていない文

書が掲載されているケースもあることを指摘しておく。 
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 プロジェクト報告書 ３.１.３

	
 先進国では、自国の制度として、各種モニタリングデータ等が蓄積されており、それが

公開されている。途上国では、機材、資金、人材、能力の不足により、モニタリングデー

タを公的に集めるシステムが弱いかまったく存在しないことが多い。一方、多くのドナー

や NGOが援助プロジェクトを各国で実施しており、報告書もインターネット上で入手可能

なことが多い。多くの報告書では、まず背景と現状の要約がついていることが多いため、

その国の概要を掴むためには便利である。報告書に付けられている引用文献や収集資料リ

スト、面談者リストは、情報収集先を知るために価値がある。問題としては、あくまでも

プロジェクトベースの活動であることで、プロジェクト期間のみの情報収集に止まりがち

で、データも限定的である。また、学術論文と異なり、専門家による査読のような検証作

業を経ていない「報告書」であるため、その信憑性が保証されるものではない、という認

識は必要である。 

	
 論文・調査報告書 ３.１.４

	
 日本の大学での留学生受入数は年々増加しており、海外をフィールドとする学術研究調

査も増加している。学位論文、紀要などもこれから有用な資料となるだろう。 

 

	
 既存資料の信頼性の課題 ３.１.５

既存資料の品質のばらつきは、時に予想を大きく上回る。データの連続性は、途中で

データ収集の実施者やデータ提供者が変わったり、データ取得手法が変わったりすること

により容易に損なわれる。フォーマットの不統一もよく見られる。質が異なっているデー

タの直接的な比較は意味のないことであるが、測定値として数字が報告されているものに

解析をかけると、たとえ無意味であるにせよ適当な数字が出るので避けなければならない。 

たとえば、ゼロと示される濃度報告値は何を意味しているだろうか。本来ならば、「< 0.05mg/

ℓ」のように定量下限値とともに記すべきであるが、「0」という報告値はしばしば見かけら

れるものである。これが、<0.1mg/ℓなのか< 1mg/ℓなのかでは全く意味が異なる。例えば、

ある時点までは 1mg/ℓまでしか測定できなかった試験機関が、新しい機器を入れて 0.1mg/ℓ

まで測定できるようになった場合、報告値は、それまで 0と報告されていたものが 0.8mg/ℓ

や 0.5mg/ℓなどといった数値を持つようになるケースもあり得るが、決して濃度が高くなっ

た訳ではない。従って、定量下限値・報告下限値の確認なしに統計計算を行うべきではな

いと考えられる。水質分析値だけでなく、既存データ、特に古いものについては、データ
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としての採択にあたって、十分な検討が必要と考えられる。 

３.２	
 アプローチ手法  

現地調査でのアプローチ手法について、以下に述べる。 

 

	
 ヒアリング ３.２.１

現地でのヒアリング先について、事前にリストアップし、可能な限りアポイントメント

を取っておく。対象となる訪問先候補は以下の通りである。 

表 3-3	
 訪問先候補 

対象 調査内容 
政府機関 水資源、灌漑、水道、環境関連の

省庁、省の実施機関・研究機関・

調査対象エリアにある地方事務所 

事前情報収集で不足していたデー

タ、入手出来なかったデータ、最新

の政策、今後の計画等 
水道事業者 対象区域で水道事業を営んでいる

事業者 
水質観測データ 

ドナー・NGO
事務所 

関連プロジェクトを調査対象エリ

アで実施しているドナー・NGOの
事務所、またはプロジェクト事務

所 

事前情報収集で不足していたデー

タ、入手出来なかったデータ、今後

の計画等 

水質試験所 認証試験所を優先 分析項目、価格、施設および機材 
コンサルタン

ト会社 
現地の調査系コンサルタント会社 報告書・現地取得データ等情報提供

の依頼 
大学・調査機関 対象地区でのフィールドワークを

行っているまたは試験設備がある 
報告書・現地取得データ等情報提供

の依頼、分析試験可能性 

 

ODA事業で、日本でも各国において多くのプロジェクトを実施している。対象国で実施

中のプロジェクトとコンタクトを取ることができると、有用な情報を得られる可能性があ

る。 

 

	
 質問票作成 ３.２.２

質問事項は質問票として作成する。先方から受領したいデータは一覧表にして先方に渡

すと比較的スムーズに進む。質問票の形式は、yes か no で答えられるような設問形式にし

ておくと先方が答えやすい。「○○についてどう思いますか」というタイプの質問は不可で

ある。尋ねる人によって答えが違うことはしばしばあるため、裏付けの文書をできるだけ

入手することを勧めるとともに、一人の説明を鵜呑みにしない方がよいと指摘しておく。
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「知らない」と言わない（言えない）文化がある国も多いのである。 

日本のように年報や白書などがある国は少ないが、あるかどうかの確認は必要である。 

 

	
 地図情報の整理 ３.２.３

インターネットでは、多くの地図情報が入手可能で、無料のものも多いため、これを活

用しない手はない。有償のものを含めればかなりの地図情報を居ながらにして入手出来る。

Google mapや Google earthは、日常生活でも使われる便利なツールであるが、調査でも有用

である。緯度経度に比べると標高データの正確さは劣るが、大きな地形を把握するには有

用で、また小さな地形についても２点間の標高差について傾向が掴めるので、測量計画を

立てるために便利である。また、Google earthでは、古い航空写真も保存されており、ここ

10 年間ほどと、近過去ではあるが、地形の改変や都市化の状況を比較して見ることができ

る。また、現地入りした際に GPSのトレース機能を利用して、地図上に移動の軌跡と GPS

で取得した位置情報を残すことにより、位置および高度情報の修正をすることが可能であ

る。 

途上国では地図情報の入手が難しいことが多い。地図情報は機密情報として公開に慎重

な国もあり、地形図が存在しない地域もある。そのような場合に大きな力となるのは、DEM

データの存在である。DEM（Digital Elevation Model）は、数値標高モデルのことで、SRTM

や ASTER GDEMが知られている。SRTM（Shuttle Radar Topography Mission）はスペースシ

ャトルによる地形データ獲得ミッションによる DEM データで、ASTER GDEM は、

ASTER(Advanced Spaceborne Thermal Emission and Reflection Radiometer)と呼ばれる衛星搭載

の光学センサーによる DEMである。どちらもほぼ全世界（地表部）を網羅しており、広域

調査に大変有効である。 

SRTMと ASTER	
 GDEMの仕様を比較したものを表 3-3に示す。 

表 3-4	
 DEMデータ仕様比較 

 配 布 開 始

年 

メ ッ シ ュ

サイズ 

カバー範囲 DEM高さ精度（標準

偏差） 

SRTM3 2003年〜 90m 北緯 60°〜南緯 56° 10m 

GDEM 2009年〜 30m 北緯 83°〜南緯 83° 7m～14m 

 

なおアメリカ国内部分については、30mメッシュの SRTM1が公開されている。 

図 3-1は SRTMの DEMデータを用いて、陰影図を作成した例である。 
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図 3-1	
 DEMデータから作成した陰影図の例 

３.３	
 現地調査の最適化  

水質評価の安全性の確保のために要する調査の密度および深度をどのように考えるべき

かは、国内、国外を問わず調査者が最も悩む点ではないだろうか。たった一回の現地調査

で水質を評価せよというのは、事実上不可能である。多くの水質調査が、「エクスキューズ

（言い訳）」のために行われている、と言っては言い過ぎだろうか。 

ここでは、如何に限られた条件下で、現地調査を最適化するかについて考察を行う。 

 

	
 検査項目の最適化 ３.３.１

飲料水に求められる水質について水質基準を元に表 3-4に整理する。WHOの水質ガイド

ラインをはじめとして、世界各国の水質基準はおおむね似通っており、ここでは日本の水

道水質基準を参考にする。基準は 51 項目あり、健康被害をもたらす可能性のある物質 31

項目と生活上支障があると考えられる項目 20項目からなる。表 3-5に基準項目の分類を示

す。 

 

 

 

 

10km 



 30  

表 3-5	
 水道水質基準項目（日本 2014年 4月改正） 

区分 説明 項目 

健康関連 
（31） 
 

病原性微生物の指

標(2) 
一般細菌・大腸菌 

無機物質・重金属

(11) 
ヒ素・フッ素・シアン・カドミウム・水銀・セレン・鉛・

六価クロム・硝酸態及び亜硝酸態窒素・ホウ素・亜硝酸性

窒素 

有機化学物質(7) テトラクロロエチレン・ベンゼン・四塩化炭素・1、4-ジオ
キサン・シス-1,2-ジクロロエチレン及びトランス-1,2-ジク
ロロエチレン・ジクロロメタン・トリクロロエチレン 

消毒副生成物(11) 総トリハロメタン・塩素酸・クロロ酢酸・クロロホルム・

ジクロロ酢酸・ジブロモクロロメタン・臭素酸・トリクロ

ロ酢酸・ブロモジクロロメタン・ブロモホルム・ホルムア

ルデヒド 

生活上支障関

連（20） 
味・臭気・色・発

泡などの原因物質 
鉄・亜鉛・アルミニウム・銅・ナトリウム・マンガン・塩

化物イオン・カルシウムマグネシウム等・蒸発残留物・陰

イオン界面活性剤・ジェオスミン・2-メチルイソボルネオ-
ル・非イオン界面活性剤・フェノール類・全有機炭素

（TOC）・pH・味・臭気・色度・濁度 

(	
 )内の数字は項目数を示す。 

 

健康リスクという観点だけから上記項目を見ると、問題になるのは健康関連の 31項目で

ある。そのうち消毒副生成物は塩素消毒によって生成する物質であるため、原水の調査で

は不要である。これを除くとすると残りは 20項目となり、押さえねばならない項目の候補

と考えられる。ここで 20 項目の内訳を見ると、病原性微生物の指標 2、無機物質・重金属

11、有機化学物質 7 となる。このうち、工業生産物、副生成物や農薬等、化学物質散布・

漏洩などの人の活動だけからしか供給されない物質は有機化学物質すべてとシアンであり、

これらは、工業や農業生産活動が低いと考えられる地域では不要である。 

一方、世界の飲料水質の問題として健康影響とは直接関係がないが、濁度、鉄、塩分お

よび硬度がよく取り上げられる。浄水処理を行わずに飲料に供する場合、水源によっては

濁りと鉄分が問題となる。河川水を水源としながら、水処理を行わずに使用している場合、

雨季などとても使用に耐えない濁りを与えることがある。鉄は地中に何処でも含まれる元

素で、還元的環境になれば溶出してくるため、地下水を水源としている場合によく問題に

なる。砒素と環境中の動態が似ているため、鉄を多く含む地下水では砒素の存在を確かめ

た方がよいと考えられる。一方、過剰揚水による地下水位低下や、地球温暖化による海水

面の上昇の影響で、塩水遡上域が広がったり、地下水の塩水化が進んだりと塩水化が問題

となっている地域がある。硬度については、スケールの発生による目詰まりや、味を与え
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ることが問題となる。塩分や硬度は、簡単な水処理で除くことが難しい項目で、厄介な物

質である。 

これらの項目について、2.1.2 で紹介したリスクマトリックスを用いて調査項目としての

優先度を検討する。スコアと評価内容を表 3-6にまとめる。 

 

表 3-6	
 リスクマトリックスによるスコアの例 
項目 深刻度 可能性 総合 

スコア**  主なインパクト スコア 要因 スコア** 
糞便性大腸
菌群* 

健康被害 5 病原性微生物汚染（糞便） 3 
(2) 

25 
(10) 

大腸菌群* 指標 4 糞便性汚染の指標 3 
(2) 

12 
(8) 

砒素 健康被害 5 西ベンガルなどポテンシャ
ルが高い地域 
鉱山・温泉 

5 
 

(1) 

25 
 

(5) 
フッ素 健康被害 5 蛍石等フッ素鉱物の産出地 4 

(1) 
20 
(5) 

シアン 健康被害 5 メッキ工場 
精鋼精錬所 

4 
(1) 

20 
(5) 

カドミウム 健康被害 5 工場排水、鉱山廃水 3 
(1) 

14 
(5) 

水銀 健康被害 5 水銀鉱床、工業排水 
金鉱の下流 

4 
(1) 

20 
(5) 

セレン 健康被害 5 工場排水、鉱山廃水 3 
(1) 

15 
(5) 

鉛 健康被害 5 工場排水、鉱山廃水 3 
(1) 

15 
(5) 

六価クロム 健康被害 5 工場排水、鉱山廃水 3 
(1) 

15 
(5) 

硝酸および
亜硝酸 

乳幼児にはチア
ノーゼの危険 

3 窒素肥料 
下水・屎尿 

5 
(1) 

15 
(3) 

ホウ素 健康被害 5 海水淡水化、温泉地など 4 
(1) 

20 
(5) 

濁度 外観、指標 3 土壌粒子 3 9 
鉄 外観、味 3 土壌・地殻 3 9 
硬度 味、外観、スケ

ール発生 
2 地質（石灰岩） 

珊瑚礁島 
5 

(1) 
10 
(2) 

塩分 味 2 海水 
地下水 

4 
(1) 

8 
(2) 

*海外諸国では一般細菌を基準項目とする例は少なく、通常大腸菌群（Coliforms）と糞便性大腸菌群（Fecal 
coliform または Thermotolerant coliform）が設定されていることが多いので、ここでは日本の一般細菌の代
わりに大腸菌群、大腸菌の代わりに糞便製大腸菌群を用いる。 

**カッコ内の数字は要因がないケース 
 

濁度については、濁度そのものは健康影響があるとは言えないが、濁度が高い水は他の

汚染を含む可能性が高いとして、水道では汚染の指標とみなす考え方が定着している。日

本の上水道では 1996年にクリプトスポリジウム症の集団感染が起こってから、原虫症のリ
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スクを低減するために濁度を指標として管理しており、浄水場での濁度の管理水準を厳し

くしているが、このように濁度は各種汚染の指標としての有効性が評価されている。また

水中の濁質の存在は、消毒の効果を下げると言われている。従って、濁度のスコアをやや

高く設定した。 

可能性については、一般的な傾向で数字を入れて評価を行い、白抜きの数字が高リスク

と判定されたものである。対象地の特性（地質条件や周辺の開発・土地利用状況・人口密

度など）が分かれば、可能性スコアを精密に評価がすることができる。たとえば、シアン

については、メッキ工場周辺ではリスクが高いが、工場排水、鉱山廃水の影響を受ける確

率が低い原野だとしたらリスクが低くなるため、調査項目としての重要度は低くなる。表

に掲げた項目では、可能性がゼロと言い切るのは難しいが、日本で調査を行った時に、山

奥の渓流で残留塩素を測定するように指示を受けたことがある。この場合は可能性がゼロ

と言っても良いだろう。調べる必要が無い項目である。海外で限られた条件での調査を効

率化するためには、一つ一つの項目についてリスクを評価して項目を絞り込み、調査点数

と頻度の増強に当てる方が効果的であると考えられる。 

スコアを付けることによる半定量化は他にも応用が可能である。水源の集水域の特性か

ら調査計画を立てる場合に表 3-7のような整理が可能である。 

 

表 3-7	
 水源調査リスク評価試案 

  農薬 栄養塩 微生物 重金属 無機物質 
 

化学系有機

化合物 
ファクター 
 

 土地利用

タイプ 
 窒素、リン  Cd, Pb, 

Hg, etc.  
CN, Cr6+, 
F, B, etc. 

VOC、溶
剤、POPs 

面 積 ・ 人

口・生産量 
1 農業 5 5 4 2 2 1 a 
2 鉱業 1 1 1 5 4 2 b 
3 工業 1 1 1 4 5 5 c 
4 商業 2 2 3 1 3 3 d 
5 森林 1 1 2 1 1 1 e 
6 住宅地 1 2 4 1 2 1 f 
 重 み づ

け合計 
A B C D E F 1 

 

ファクターとしては、面積比、人口比または生産額等が考えられ、a～f までの合計を 1

となるように設定する。次式に基づく重みづけ集計を行い、対象地で優勢となる調査項目

を推定することが可能となる。 

重みづけ合計（Aの場合）	
 A=5a+1b+1c+2d+1e+1f 
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水を原因とした健康被害の最大のものは、水系感染症による下痢によるもので、世界で

は毎年約 220 万人がこれが原因で死亡していると言われる 13)。水系感染症とは、特に水を

介して起こる病原性微生物摂取による疾病を指し、赤痢、コレラ、チフスなどの細菌によ

るものや、A 型肝炎のようなウイルス症、クリプトスポリジウムなどの原虫症がある。地

下水は一般的に微生物汚染の可能性が低く、「清潔な水」であると見なされてきたが、井戸

の構造や周辺環境によっては汚染されている場合も多く見られる。途上国では、井戸周辺

の居住密度が高く、トイレなど衛生施設との分離が不十分な状況がよく見られ、微生物汚

染が井戸水からも検出される頻度は高いと考えられる。 

病原性微生物による感染症の次に患者の報告数が多いのは、砒素およびフッ素中毒であ

る。しかし、これらによる患者数や死者数などの世界的な把握はまだなされていない。バ

ングラデシュでは、少なくとも 150 万人に慢性ヒ素中毒による皮膚損傷があり、将来はヒ

素を原因とする癌が増加することが予想されている。フッ素については、中国で、2600 万

人が歯牙フッ素症に悩み、100万人が骨フッ素症を発症していると言われている 14)。世界で

毎年 40億人が発症すると言われている感染性下痢症に対して発症数では少ないが、衛生状

況の改善や煮沸の実施により改善が可能な微生物汚染と異なり、打つ手がかなり限られる

のがヒ素やフッ素など、溶存物質による汚染である。本論文では、健康リスクが高いこれ

ら項目に対して、現場での分析手法の精度と適用性について論述する。 

 

	
 サンプリングの最適化 ３.３.２

統計では representative sample（代表的標本）という語があり、ある母集団の典型的性質

を示す標本（群）を指す。Representative sampling と言う語は水質調査でも使われ、ある河

川、水域や地下水源などの代表的水質を表すサンプルを得ることを言い、その手法は各種

考案されている。サンプリング方法だけで大部の書が多く存在する。 

（１）一般的なサンプリング手法  

一般的に提唱されているサンプリング手法を以下にまとめる。 

日本では、日本工業規格（JIS）の「工業用水・工場排水の試料採取方法」や環境省通知「水

質調査方法（環水管 30号）」、地下水については「ダイオキシン類の測定のための地下水の

採水に係る留意事項について（環水企第 231号）」等サンプリング方法について法的に規定

されている。 

河川水  

調査の時期：低水流量時および水利用が行なわれている時期を含める、比較的晴天が続
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き水質が安定している日を選ぶ 

採水方法：水面から原則として水深の二割程度の深さ 

湖沼  

	
 調査の時期：停滞期と循環期の水質を測定するよう考慮する、水質が水利用に悪影響を

及ぼす時期を含める、比較的晴天が続き水質が安定している日を選ぶ 

採水方法：循環期には、表層から採水する。停滞期には、深度別に多層採水を行なう 

地下水  

	
 原則として、現に使用されている井戸から採水する。また、井戸の構造等が詳細に把握

できる井戸をできるだけ優先することが望ましい。長期間休止している井戸又は使用頻度

が少ない井戸を使用する場合には、井戸内の滞留水を排除してから採水を開始する。 

 

	
 サンプリングの頻度と点数については、環境試料の例では特に具体的な数字は明記され

ていない。水道事業者の上水水質検査については、厚生労働省令（第 142号平成 15年）で

規定されているが、原水の調査については特に指示はなく、調査者の判断に任されている。 

 

（２）限定調査サンプリング手法  

 	
 観測の密度は高ければ高いほど実態を把握するのに役立つのは当然であるが、四季があ

る場合には季節変動を把握するために、最低でも一年に 4 回は観測するべきであろう。雨

季・乾季がはっきりしている国では「雨季・雨季から乾季への移行期・乾季・乾季から雨

季への移行期」と、降水量変動に伴う水質変化を押さえる必要があると考えられる。しか

しながら、調査期間を自由に選べなかったり、複数回調査を実施することが困難であった

りと制限があるケースを考えてみる。単発の調査の場合には、安全性を確保するために、

代表的な水質という観点を捨て、最も悪い状態での水質を把握することを提案する。既存

データから水質変動の傾向がある程度推定可能であれば、最も濃縮、もしくは悪化すると

考えられる時期を設定する。 

1) 地下水、湖沼については、最も濃縮された状態である時期を選ぶため、乾季の終わりの

時期、または最低水位が見込まれる時期を選定する。寒冷地では、地下水の最低水位は

最低気温を示す時期であることが多いので、注意が必要である。 

2) 河川については最低河川流量を示す時期（乾季の最終期）と最も濁りが大きく出ている

時期（雨季の最盛期）の 2回は行いたい。 

3) 感潮域河川では、深度別の濃度プロファイルを知る必要がある。塩水が浸入している場

合は、電導度の変化に大きく現れるため、投げ込み式の電導度計を使用して、電導度の
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変化を深度別に記録し、変化点の上層、下層、遷移点の水質を押さえる。潮の満干に合

わせて複数回の調査を行う。 

4) 農薬のように、使用される時期が限定的（農業活動に伴い散布時期が決まっている）で

あるものについては、使用時期以外の調査は無意味であるため、散布時期に合わせて調

査を行うか、それができなければ実施しないという決断も必要である。 

5) 合流河川の影響については、日本での体験を基に考えると盲点になることがある。図

3-1は、カンボジアのプノンペン水道公社において濁度をモニタリングした結果である。

カンボジアでの雨季は 6 月から 10 月であるが、7 月および 8 月に非常に変動が大きい

ことが分かる。これは、取水点があるトンレサップ川の特性による。取水点の位置は図

3-2に示すようにトンレサップ川とメコン川の合流点より約 2kmほど上流であるが、雨

季にはメコン川の流量が増加し、合流点から逆流を始める。そのため水質の異なる 2河

川の水が短期間に混合するため、一日の間でも大きな水質の変化が起こっていた。この

ような特殊なケースでは限定的なサンプリング手法を取っていては現状を把握するこ

とが不可能であり、情報収集や現地でのインタビューによって明らかにするしかないと

言える。このような事例もあるので、調査計画時には、対象調査範囲のみ考慮するので

はなく、広域の河川ネットワークを一度確認しておくことは必要である。 

	
 規模の大きな水道事業者は、途上国にあっても比較的モニタリング頻度が高いと考え

られるので、調査地区の近くに存在している場合や、類似の水源を使っている場合には

情報収集の対象として推奨される。 

 

 

図 3-1	
 Phun prek浄水場の取水水質の変化（2005年） 
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図 3-2	
 Phun prek浄水場の位置と河川流動方向 

 

	
 水質検査の信頼性の検討 ３.３.３

途上国における水質調査実施上の課題を表 3-8に示す。 

 

表 3-8	
 途上国で水質調査を実施する際の課題 

(1)	
 既存資料の信頼性の課題 
 (a)	
 データ品質の不連続性 
 (b)	
 計測機器の精度の変化 

(2)	
 水質試験の信頼性の課題 
  (a)	
 不足する精度管理 
  (b)	
 求める品質レベルと提供される品質レベルの乖離 

 

現状では、途上国においては、信頼できる分析試験所を確保することは難しい。国家機

関、大学の研究施設や分析試験所でも、品質管理体制が整っている施設は多くはない。分

析法が公定法に準拠していない、確からしさが検討されたことがない、トレーサビリティ

が取られない、というような試験所は決して稀ではなく、計算ミスや単位の取り違えとい

った初歩的ミスによる報告もしばしば見られる。一般的に、水質調査を実施するが水質の

専門家であることはむしろ少なく、必ずしも水質分析に明るいわけではない。従って、専

メコン川	
 

トンレサップ川	
 

取水点	
 

 

乾季 

雨季 
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門機関の出した結果の信頼性を十分吟味することを難しくしている。調査者は、測定値が

間違っている可能性があるということを常に念頭に置くべきである。 

	
 IAEA（国際原子力機関）が 2000 年にバングラデシュで実施した分析試験所間の技能

試験の結果の一部を表 3-9 に示す 15)。これは、一定濃度のヒ素を含む試料を技能試験参加

試験所に配布し、分析結果を報告させたものである。参加試験所数が 17と少ないが、変動

係数の計算においては、はずれ値と考えられる最高値と最低値を除外してある。また、試

料 Aの結果を図 3-3にヒストグラムとして示す。 

 

表 3-9	
 バングラデシュでの技能試験結果（ヒ素） 

項目 試料 A 試料 B 
設定濃度（μg/ℓ） 67.7 60.9 
中央値  （μg/ℓ） 79 80 
平均値  （μg/ℓ） 72 76 
最低値  （μg/ℓ） 0.08 0.1 
最高値  （μg/ℓ） 395.6 356.2 
変動係数 （％） 32 38 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3	
 バングラデシュで実施された技能試験結果ヒストグラム（試料 A） 
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図 3-4	
 バングラデシュで実施された技能試験の 

参加試験所の報告値を昇順で並べた結果（試料 A） 

 

図 3-4は、それぞれの試験所が出した報告値を羅列したものである。白抜きで示したのが

推奨値（真値に近いと考えられる数値）である。バングラデシュのヒ素の基準値は 50μg/ℓ

であるが、かなり低く報告している試験所が 4カ所あり（図では外れ値を除外）、基準値 50

μg/ℓを上回っているサンプルに対して、基準値を満足しているという結果を出している。

また、試験所間の報告値の隔たりが大きい。試料 Bの結果もほぼ同様である。2試料の測定

結果は、同じ試験所が同一の傾向（高すぎるまたは低すぎる）の値を出しており、系統誤

差（バイアス）が存在することと、試験所間の技量の差が大きいことが明らかである。 

 

比較のために日本の例を図 3-5 に示す。これは日本環境測定協会が実施したヒ素の分析

についての技能試験の結果 16)で、441試験所が参加した結果をヒストグラムにしたものであ

る。 

	
 期待される濃度付近に集中した尖度が高い分布を示しており、変動係数は試料 1 が

11.1%、試料 2が 10.4%で、バラツキはかなり小さい。しかし、少ないながらも外れた値を

報告している例もあることが分かる。 

	
 統計学的に考えれば、測定誤差は必ず存在し、一回の測定結果で結論を出すのはかな

り危険であることが解る。 
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図 3-5	
 日本で実施された技能試験結果 

＊設定濃度として中央値を採用 

 

日本の試験所の例を見ても、許容外のデータが存在しており、分析を委託する場合には

このようなはずれに当たらないように、ISOなど各種の認証の取得状況などをチェックして

自衛を図ることが多い。しかし、そのような認証や評価のシステムが存在しない国、地域

も存在する。あるいは存在していても機能していないケースがある。試験所が十分信頼で

きないと感じられる場合は、能力をチェックすることも必要である。濃度既知の試料をダ

ミーサンプルとして混ぜたり、同一サンプルを別の試験所にも同時に出したりすることで

信頼性の確認を行うことがある。ダミーサンプルとしては、環境標準試料のように濃度既

知のものをサンプルとして依頼する方法と、一つのサンプルを半分に分け、別々のサンプ

ルとして依頼する方法がある。前者の方が、試験所の力量を測るには分かり易い。一方、

試験所に頼らない、という解決方法を検討することも可能である。たとえ高度で高分解能

な分析機器を所持する試験所であっても、品質管理状況が確認できず、結果だけが報告さ

れ、結果の信頼性に疑念が残る場合、自らコントロールできる状況下で測定された簡易分

析の結果の方が望ましいと考えることも可能である。たとえ簡易分析と言っても、限界さ

え理解していれば強力なツールとなる可能性がある。次に、現場での分析者がどのように

対応できるかという可能性について検討する。 
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 簡易分析の活用 ３.３.４

化学分析を必要とする項目を検査する場合に、日本国内であれば、適当な試験所を探し

て分析の依頼をすることが一般的と考えられる。試験紙やパック式の試験は、あくまでも

参考値として捉えて使用される場合が多い。著者は、一つの水試料を複数の試験所に分析

依頼をした結果、それぞれ異なった結果が報告されたことがあり、判断が出来ないため日

本に持ち帰って再分析を行ったことがある。何個もの全く異なった分析結果を前にしてど

れが正しいかどう判断すればよいのであろうか。日本の分析試験所が正しい結果を出せる

としても、そこまで輸送する間に試料が変わってしまわないか、という問題もある。 

ここで考え方を変えてみれば、試験所による報告値よりも、自ら精度をコントロールで

きる簡易試験の結果の方に、より信頼をおける可能性があるということを、本節で明らか

にする。 

 

（１）定義  

一般的に簡易分析はパックテストや試験紙などによる現場で簡単に試験可能な方法と考

えられている。本論文で簡易分析という語を使う場合の定義をここで明らかにしておく。 

実際に行われている水質試験は以下のように整理される。 

表 3-9	
 水質試験の種類 

階級 使用機材 使用例 

0 （官能試験） 臭気	
 味などの人の感覚による試験 

1 試験紙 pH試験紙など	
 試験水に浸漬して試験 

2 パック式、ディスク式などの簡

易試験キット 
発色試薬の収められた試験水を吸い取るまたは

滴下して試験 

3 センサー式測定計 pHメーター、DOメーターなど投入式センサー
類 

4 ポータブル分析計 簡易分光計、ポータブルガスクロマトグラフ装

置、ポータブル金属分析計等 

5 一般化学試験（湿式分析）機材 滴定や重量分析など、通常試験所で行われる分

析試験 

6 化学分析機器 原子吸光光度計、ガスクロマトグラフ装置、液

体クロマトグラフ装置、ICP等、試験所設置型の
高度分析機器による試験 

	
  

表 3-7では階級 0として官能試験を加えたが、この他、色や濁りなど、ヒトの直感力による
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判断がかなり確からしいということは同意を得られると思う。階級が 1 から 6 と番号が大

きくなる順におおむね操作の難易度が増す傾向であり、測定者の訓練の必要性が増す。通

常、簡易分析と呼ばれるのは 1から 3までで、4によるものも一部含まれる。表 3で示した

階級 1から 4までは原位置で試験を行うことができる。5については簡単な滴定試験などは

現場で行うことも可能である。このように整理すると、試験所を頼りにしなくても自分で

確認しながら測定できる項目が多いことがわかる。 

	
 本論文では、定量または半定量が可能であること、持ち運びが可能で原位置で試験がで

きること、化学分析の基礎能力がなくても簡単なトレーニングで実施できること、の 3 点

をもって簡易分析の定義とし、表に分類されているうちの 1~3 を簡易分析と呼ぶこととす

る。 

	
  

（２）簡易分析の利点と不利点  

簡易分析の利点は何と言っても簡単なことである。測定する場所を選ばないこと、大掛

かりな設備を必要としないこと、結果がすぐわかること、などといった現場での利便性と

迅速性などで優れている。更に、この方法は電気の供給がない、または安定していないと

言ったインフラの問題も解決できる。また、大きな設備投資を必要としないことから、途

上国で問題となるコスト面の優位性が高い。 

	
 欠点は、感度、精度が比較的低いことである。また、簡単に分析できるため、測定の原

理や正しい操作方法に対して注意が払われず、誤操作や読み取りエラー等が多く発生する

傾向がある。測定者が注意深く説明書を読めば、妨害物質の情報や必要な前処理、分析に

伴う誤差の大きさなどの情報も得られるはずである。しかし、それが行われずに検査に使

用されることが少なくない。実際に著者が調査行った際に現場で見られた誤りの例で、読

み違えのような単純ミスを除いたものを表 3-10にまとめた。 

 

表 3-10	
 簡易分析で実際に見られたエラーの原因 

原因 実例 

測定濃度範囲を逸脱 定量上限を超えた濃度の試料を希釈せず測定し、実際より低い

測定値を報告 

pHが不適 中性付近でのみ適用可能な方法にも関わらず酸性試料を測定し

たために測定値異常 

濁質による妨害 分光分析の原理を用いた測定方法で、濁った試料をそのまま分

析し、異常に高い濃度を報告 

妨害物質の存在 誤差を与える共存物質があるにも関わらず使用して、異常値を

報告 
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有効期限切れ 使用期限が切れたキットでカラーチャートが退色していたた

め、読み取りエラー発生 

保存状態の不適 高温多湿な条件下で保管していたキットを使用し、実際より低

い報告値を提出 

 

	
 限定された条件下での使用が求められていることを理解しないまま使用して、誤った結

果を与え、簡易分析の信頼性を損なうことにつながっているケースがあることは否めず、

利用にあたっては十分な注意が必要であると考えられる。細菌試験で、器具や採取者の手

指から汚染するということも実際にあるので、サンプリングについても指導が必要である。 

	
 途上国では、国の組織の分析試験所でも、パック詰め試薬を使って、ポータブル分光光

度計で試験結果を出しているところが多く見られる。一つ一つ梱包された試薬を、検水に

混和して発色させ、小型分光計で測定するだけ、という簡易なものが多い。取り扱い代理

店が世界中にあるので、消耗品である試薬の入手がどんな国であっても比較的容易である

ためであると考えられるが、最もよく見かけるのは HACH 社製品である。同社製品では多

くの項目でアメリカ環境局の認証を受けており、精度についてある程度のレベルが確保さ

れている。しかし、簡単であるがために、基本的な操作が行われないと言う傾向があるよ

うに感じられることが多い。測定可能レンジのチェックがなく、妨害物質の検討もなく、

一度も検定や校正を行ったことがないという残念な状況にあることが著者の経験上非常に

多い。 

	
 妨害物質が多い水や、濁りのある水、汚染の可能性があり試験結果が重大な結果を導く

ような場合には、試験所任せにすることは危険であると考えられる。 

 

（３）簡易分析の精度管理  

	
 簡易分析が簡易分析にとどまり、その結果の信頼性が低いと考えられるのは、分析方

法の選択と使用方法に大きな問題があることが主たる要因となっている。第一に、分析手

法の限界を理解し、調査目的との整合性を確認することが重要である。第二に、簡易分析

にも精度管理は必要である。 

環境技術実証事業（ETV：Environmental Technology Verification、以下 ETVと記す）は、

米国環境保護局（United States Environmental Protection Agency、以下 EPA と記す）を始めと

する各国の環境関連組織が行っている事業で、普及が進んでいない先進的環境技術の実用

可能性を第三者機関が客観的に実証するものである。日本の環境省でも各種環境技術につ

いて実施中で、化学物質に関する簡易モニタリング技術分野においては、農薬等を対象と

した 16種のキットの検証を行っている。ヒ素の分析キットの実証結果は EPAで 10例が公
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表されている 17)。ETVは、キットの性能が良い／悪いという評価をするものではなく、精

度や測定範囲などについて具体的に性能を数値化して公表している。EPAが実証試験結果

を公表しているヒ素測定キットは、比色によるものと、ストリッピングボルタンメトリー

によるものがあるが、表 3-11に比色を原理とするものについての結果の概要を示す。この

実証結果を参考にすると利用者はそれぞれのキットの特性を理解して、調査目的に合った

ものを選択することが出来る。 

 

表 3-11	
 ヒ素測定キットの性能実証結果 

製品 確度	
 精度	
 傾き	
 切片	
 相関係数 疑陽性率 偽陰性率 
検出下限

値 
単位 % %    % % μg/ℓ 

a -33 ～10 16 ～24 0.88 -1.82 0.9779 0 19 7 

b -24 ～18 0 ～14 0.92 0.22 0.9948 0 14 2.9 

c 
-14.5 ～

239 
0 ～3 0.83 2.61 0.9992 3 0 3.1 

d -47 ～–8 10 ～55 0.79 -0.03 0.9904 0 62 1.2 

e 8 ～83 0 ～29 0.88 -0.45 0.988 0 5 － 

f-1 2 ～70 0 ～24 0.80 5.12 0.979 3 0 － 

f-2 
2 ～310
＜ 

12～ 
71 ＜ 

1.28 5.70 0.923 13 0 28 

g 2 ～2900 0 ～111 0.55 2.97 0.66 18 30 － 

 

表中の「傾き」は参考値（管理された試験所で誘導結合プラズマ質量分析計（ICP-MS）

を使って測定された値：真値に近いと考えられる）を横軸、キット測定値を縦軸に取った

時のグラフの傾きを示すもので、1に近いほどキット分析値と参考値が良く合っていること

を意味する。「偽陽性率」とは、実際は基準値より低いのに高いと言う結果を示したケース、

もしくは実際の濃度よりも 25%以上高い値を示したケースの比率を％で表したものである。

逆に「偽陰性率」は、基準値より高いにも係わらず低いという結果を示したケース、もし

くは実際の濃度よりも 25%以上低い値を示したケースの比率を％で表したものである。安

全側から評価すると、ヒ素が検出されているのにも係わらず、低い値を示す方が問題が大

きい。EPAがテストしたキットの中には 62%の偽陰性率を示しているものもあり、使用目

的によっては、このような製品は使えないということもありうる。従って、キットの選定

は極めて重要であると考えられる。 
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 簡易分析を実施するに当たって、精度管理が必要であるという認識は通常低いと考え

られるが、上述したような欠点をカバーして、これを実用に供するためには、管理と測定

者の訓練が必要である。逆に、たとえ立派な機材を持っていても管理がなされていなけれ

ば、簡易分析に劣る結果しか出せないということも十分考え得る。 

正しい分析結果を得られない精度管理上の主な要因を表 3-12に示す。  
 

表 3-12	
 精度管理上の問題 

	
 要因	
 内容	
 

(1)	
 測定手法選択の問題	
 a. 期待する定量下限値が出せない。	
 
b. 繰り返し試験での再現性が低い。	
 
c. 温度・湿度などの外的要因で大きな影響を受ける。	
 
d. 影響を受けやすい共存物質が存在する。	
 

(2)	
 測定者の能力	
 a. 正しく測定する技量がない。	
 
b. 誤った手順を取っている。	
 
c. 単純ミスが発生する。	
 

(3)	
 サンプルの性質	
 a. 妨害物質を含んでいる。	
 
b. 変質しやすい。	
 

(4)	
 外部条件	
 a. 高温（低温）、多湿などの環境条件が、測定へ影響
を与える。	
 

b. 停電による測定中断や不安定な電圧により測定値
が影響を受ける	
 

c. 実験用純水の水質や器材の洗浄状態に問題があ
り、汚染を受ける。	
 

 

(1)については、試験の目的や、調査対象地の特性によって選択される試験方法が異なる

べきであると考えられる。定量下限はどこまで必要か、どの程度のばらつきまで許容可能

かという検討がまず必要である。 定量下限が低ければ低いほどよいという訳ではない。 

(2)は測定者への適切なトレーニングと、チェック体制整備で低減することが出来る。 

(3)や(4)の要因による誤りは、それが誤りであると通常認識されないので解消が極めて難

しい。特に(3)に関しては、サンプリング方法の信頼性の問題もある。サンプルが対象の代

表的な性質を持っているかというのは、深刻に議論されるべき課題である。 

妨害物質が存在する可能性については、標準液をサンプルに添加して、回収率を確認す

ることにより予想が出来る。 

簡易分析を実施する場合、精度管理の基礎情報として必要な項目を表 3-13に示す。 
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表 3-13	
 精度管理に必要な情報 

 項目 対応策 

(1) 繰り返し測定のばらつき 基準値もしくは設定した管理値に

調整した標準液を用いた繰り返し

試験を実施し、ばらつきとバイアス

を確認する。 
  

(2) 
低濃度（検出下限値付近）もしくは設定

した管理値付近での検出確実性の確認 

(3) 偽陽性、偽陰性を示す傾向 

 

実施に当たっては、(1)～(3)を兼ねて行うことが可能である。基準値、もしくは設定した

管理値に等しい濃度に調整した標準液を用いた繰り返し試験を実施し、ばらつきとバイア

スの確認を行う。明らかなバイアスが発見された場合は、試験実施時に校正することによ

り真値に近い測定結果を得ることができる。またばらつきが大きすぎる場合は、キットの

メーカーを変更、または手法自体を変更するか、管理値の設定を再考する必要がある。 

管理値の設定法法としては、次のような手法が考えられる。50μg/ℓの濃度の試料を測定

し、ばらつきが正規分布をし、分散が 10だった場合を仮定すると図 3-6のように測定結果

は分布する。同じ分散を持つとすると、50μg/ℓよりも高い濃度であるものが低いと報告さ

れる可能性が存在することが図から明らかである。逆に高いと報告される可能性も同様に

あるが、ここで、安全側から考えれば、30μg/ℓを管理値として設定しておけば、2.3％まで

偽陰性の危険性を下げられることになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-6	
 測定のばらつきと管理値の設定 

 

濃度既知の標準液は購入可能なので、これを用いて上述したようなテストを行えば、測

定者の訓練も兼ねることができる。また、カラーチャートを使う試験法の場合、読み方の

個人差を補正することもできる。まず測定の限界を理解し、以降の試験計画を立てること

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 

50μg/ℓ�����

2.3�����

30μg/ℓ�	��
���


��
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が重要である。 

妨害物質の影響が不明な試料の場合は、原試料を用いたスパイク試験を実施する。濃度

既知の試料または標準液を原試料に加え、それが確かに検出されるかどうか確認を行えば

良い。 

 

（４）健康リスクの高い項目への簡易分析の活用  

特に健康リスクが高いと考えられる微生物、ヒ素、フッ素の 3 項目について、簡易試験

の対象として検討する。 

 

【微生物試験】  

大腸菌など病原性微生物またはその指標生物を測定するキットは、試験紙によるもの、

培地封入フィルムによるもの、スワブ水浸式などいろいろな種類のものが市販されている。

ろ過器もセットになったタイプの、フィールドで公定法どおりの試験が出来るキットもあ

る。ただし、対象微生物や培地の種類によって培養の時間の違いはあるが、通常 24時間前

後の一定温度での培養が必要になり、恒温器のような、温度を一定に保つ工夫が必要であ

る。大腸菌および大腸菌群の検査の場合は、陰性か陽性かが判定基準になり、濃度の定量

（半定量）の精度は大きな問題にならず、むしろ操作者や器具からの汚染を避ける方が重

要であると考えられる。濃度（単位検水量あたりの細菌数）をある程度知りたい場合は、

キットの種類は上述したように多彩であり、求める精度が決まれば、それを満足するキッ

トは存在すると考えてよい。ここでは、精度を次の 4 段階に分けた場合にどの分析方法を

取るべきかの一例を表 3-14に示す。 

 

表 3-14	
 細菌試験の精度と試験方法 

求める精度 試験方法	
 

陰性・陽性だけが分かればよい	
 
試験紙・スワブ式、フィルム式、メンブレンフィル

タ式	
 

多い少ないがある程度知りたい	
 
試験紙・スワブ式・フィルム式、メンブレンフィル

タ式	
 

濃度を報告したい	
 フィルム式、メンブレンフィルタ式	
 

濃度を公定法に則ったものとして

報告したい	
 
メンブレンフィルタ式	
 

 

従って、フィールドレベルでの測定でどのような目的に対しても十分満足できる結果を
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得られるキットがあると言える。 

 

【砒素】  

現在使用されているヒ素の分析キットのほとんどは、検液に強い還元剤を投入し、発生

させたアルシンガス（AsH3）を測定する手法を利用している。アルシンガスの濃度を検知

管で測定するもの、アルシンガスを水銀化合物に吸収させて発色させ、カラーチャートと

比較するもの、発色させた検液の吸光度を測定するものが一般的である。ガスを発生させ

るまでにいくつかの手順があるだけでなく、猛毒であるアルシンガスを発生させることか

ら、測定者には訓練が必要である。この方法において、妨害を与える可能性がある物質は

多いが、通常の天然水試料では妨害を引き起こす濃度レベルに達する物質は少ない。硫化

水素は地下水試料で妨害を与えるレベルに達する可能性があるが、前処理として試料を酸

化することにより回避可能である。 

かつては検液を吸わせるだけのパック式のキットもあったが、この方式ではリン酸が正

の妨害を与えるため現在は製造されていない。 

ヒ素濃度に応じた発色の程度をカラーチャートと比較するタイプが広く利用されており、

多くの種類が市販されている。表 3-15に例を示す。 

 

 

表 3-15	
 ヒ素分析キット例 

製品 
1試験あたりの価格

目安 
カラーチャート刻み 

 濃度（μg/ℓ） 
主な妨害物質 

M 136円 20, 50, 100, 200, 500 

硫化物 
ニッケル，銅， 
硝酸 
 

M(高感度) 183円 5, 10, 25, 50, 100, 250, 500 

H 160円 10, 30, 50, 70, 300, 500 
C 

212円 
5, 10, 20, 40, 60, 100, 200, 300, 

500 
C(高感度) 

457円 
2, 4, 6, 8, 10, 15, 20, 30, 40, 60, 

100, 160, 240 
I 566円 5, 10, 20, 60,100, 300, 500 

（価格	
 2014年 4月調べ） 

 

このような、発色の程度を比較チャートと比べるタイプの簡易試験は多いが、通常、比

較チャートの濃度の刻みは濃度が高い方では幅が大きくなるため、低い濃度域に比べると

分解能が下がる。 

図 3-7に比較チャートの刻みについて各社製品を比較した結果を示す。（ただし 200μg/ℓ
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を越える部分は割愛）また、写真 3-1に実際のチャートの例を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-7	
 各社製品の比較チャートの刻み例（ヒ素） 

 

ヒ素に関するWHOのガイドラインや日本の水道水質基準値は 10μg/ℓ、バングラデシュ

やカンボジアなどの基準値は 50μg/ℓである。図 3-3に示したうち、M、M（高感度）、Hお

よび Iの 4製品は 50μg/ℓの基準を満足しているか否かの判定が出来るが、Cおよび C（高

感度）では出来ない。一方、Mは最低の刻みが 20μg/ℓなので、10μg/ℓの基準について適し

ているかどうか判定できない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-1	
 ヒ素比較チャートの例 

 

バングラデシュでは井戸のスクリーニングに簡易分析を活用し、試料のヒ素濃度が基準

値を超越した場合は赤、基準値以下の場合には青のペンキを塗って汚染井戸を識別してい

る（写真 3-2）。この場合は基準値（50μg/ℓ）に比較して高いか低いかだけに注目している

ので、極端に言えば比較チャートは 50μg/ℓの一点あれば良い事になる。ユニセフの 2008
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年のレポート 18)によれば、バングラデシュの場合は国内で 8,600万とも言われる井戸水源が

あり、そのうちで水質のチェックが済んでいるものは未だ 55％と言われており、大量の対

象井戸のスクリーニングを迅速に実施するという意図では、この簡易識別方法は効果的で

ある。この場合、試験の品質をある程度落としても、数をこなすことを優先するという方

法論のコンセンサスが得られることが重要である。しかし、測定につきものの誤差を含ん

だ一回の検査だけで可否を判定し、さらに水質変化の可能性については検討を留保してい

ることは問題視されており、スクリーニングだけでなく継続的にモニタリングが行われる

ことが今後の課題である。安価である簡易分析の検査点数を増やすことが可能となるため、

適切な品質管理をした上でという条件をクリア出来る体制整備を行った上での積極的導入

により、モニタリングの継続に寄与することが出来ると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-2	
 簡易キットで分析の結果基準値を超過した井戸に赤ペンキを塗る係官 
	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 （アジアヒ素ネットワーク提供） 
 

バングラデシュでの公的水質試験所の分析単価は 600円程度で、本邦に比べると安価で

ある。しかし、試験所へ試料を持ち込む労をとる住民は少ない。試験単価が安く、どこで

も試験が出来るキットの重要性は変わらない。どの方法をとるにしても、化学分析を行う

場合特に重要なことは、測定結果がどこまで真値に近いのかということを理解することで

ある。50μg/ℓという結果が、50±10μg/ℓであるのか 50±5μg/ℓであるのかで測定値の意味

は全く異なる。しかし、それが理解された上で行われているとは思えないケースが多い。 

写真 3-3はバングラデシュで、飲用井戸のヒ素濃度を現地で測定している様子である。測

定者は、ヒ素測定方法の訓練を受けている。 
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現在最も広く使用されている水銀を試薬とするキットについては、今後「水銀に関する

水俣条約」採択に伴い、キットの供給や使用、運搬などが大きく制限される可能性があり、

動向を見守る必要性がある。簡易分析でも化学物質を試薬に使っており、これが輸出入、

運搬で制限がある場合があるため、海外の使用には注意が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3-3	
 バングラデシュでキットを使って井戸水のヒ素濃度を測定する測定員 

 

【フッ素】  

	
 フッ素もカラーチャートと比較するタイプのキットが一般的で、発色の原理がやや異

なった何種類かのキットが市販されている。表 3-16に一般によく利用されている例を示す。

また、図 3-8にチャートの刻み例を図示する。 

 

表 3-16	
 フッ素分析キット例 

製品 
1試験あたりの
価格目安 

カラーチャート刻み 
 濃度（mg/ℓ） 

 
主な妨害物質 

M（試験紙） 137円 0.15, 0.3, 0.5, 0.8 鉄，アルミニウム，

ニッケル等 S（パック式） 83円 0.5, 1, 2, 5 
K（パック式） 80円 0.4，0.8，1.5，3，8 

（価格	
 2014年 4月調べ） 
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図 3-8	
 各社製品の比較チャートの刻み例（フッ素） 

 

フッ素のWHOガイドライン値は 1.5（日本は 0.8）mg/ℓで、試験紙 Mを除けば検出下限

に問題はないが、鉄やアルミニウムのように地下水中に含まれている可能性がある物質は、

低濃度でも大きな妨害を与えるため、使用時に十分注意を払う必要がある。このような妨

害物質が共存している場合には蒸留による前処理が必要である。蒸留を行うことを考える

とフィールド試験としての利便性は一挙に減少する。妨害物質の存在が疑われる場合は、

イオン電極を用いた方法など、妨害物質からの影響が少ない測定方法に変更する必要があ

る。 

（５）分析機材等海外への持ち込みの留意点  

分析機器、調査機器の海外への持ち出し、持ち込みには、注意を払う必要がある。 

• 飛行機内への持ち込みの制限 

化薬品、バッテリーが付属する機器など、手荷物でなくても飛行機に持ち込むこと

が制限されるものは多い。危険物の国際輸送については国連が出している「国連・

危険物の輸送に関する勧告」で危険物のクラス分けが示され、物質毎に UN 番号が

付され、それぞれの表示や梱包の方法が決められている（UNパッケージ）。化学薬

品については、MSDS（Material Safety Data Sheet：安全データシート）に UN番号と

従うべき輸送上の注意が記載されており、一読が必要である。これに従っていても、

航空会社の一存で拒否されることもある。持ち込みに不安がある場合は、あらかじ

め INVOICEを用意しておくことを勧める。 

 

• 通関 

機材によって、通関が出来ず空港留め置きになることがある。輸出入が禁止されて

いるものと見なされた場合税関で留置される。相手国側に受け入れ先が無い場合、

引き出すことは難しい。 

 

�

�

�

� � � � �

mg/L 



 52  

• サンプルの持ち出し、持ち込み 

土壌、水、岩石等調査試料の持ち出しにもしばしばトラブルがついて回る。相手国

の協力機関もしくは日本国の政府機関など何らかの権威があると考えられる機関か

ら、移送目的とそれを許可する文言が入ったレターを取っておくとスムーズに進む。 

３.４	
 帰国後フォローアップ  

現地調査結果の取りまとめに当たっては、収集した既存資料との比較検証を行う。現地

滞在中に取得出来なかったデータや文書などを間違いなく入手するためには、現地のコン

サルタントや知人を使うのが確実である。 

データはできるだけ多い方が良いと考えがちであるが、品質が不十分だと思われるデー

タは参考に留め、解析には使用しないという判断が必要である。解析に当たっては、基礎

的なことではあるが、有効数字、検出下限値を揃える、 連続データはグラフ化することに

より異常値とその発現傾向をチェックする、これらを日本で実施する調査以上に注意して

行うことが要求される。 
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第４章	
 調査手法の評価方法  

調査手法については、統計学的確からしさと、リスクマネジメントの観点から評価され

るべきであると考えられる。 

データの解析には統計学的処理、単純なものでは平均値、最高値、最低値の算出のよう

なものから、クラスター解析などまでいろいろな手法をとることが出来る。本論文では、

連続的データを得ることが期待出来ない、海外での調査について述べており、異なるデー

タソースからの寄せ集めとなることが考えられる。従って、どのような手法を取ろうとも、

まずデータの質をそろえる必要がある。外れ値の棄却を行うにも、連続データの場合には

必ずグラフ化し、異常値とその発現の傾向を把握する。性悪説ではないが、基本的に、デ

ータが間違っているかもしれない、というスタンスを取っておけば、誤った結果に到達す

る危険性を低減出来る。 

3.3.1 で、リスクの半定量の手法を検討したが、いくつかの事例を積み重ねて、精度を増

す必要があり、今後の課題である。原単位のように、リスクスコアの標準値を決めること

ができれば、さらに調査計画策定に役立つツールとなるはずである。 

 

調査の全体の流れを図示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1	
 事前調査項目 

 
調査対象と目的の明確化 

調査地域の決定 

情報収集 

現地訪問先決定・アポ取り 

現地調査行程検討 

調査項目絞り込み 

質問票作成 

調査図面作成 

3.1情報収集   

3.2.3地図情報整理   

3.3.1検査項目の絞り込み 

3.2アプローチ手法   

本論文で該当する部分 
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図 4.2	
 現地調査項目 

 

本研究で示した、水質調査を実施する場合の業務フローを図 4-3に示す。左列は、試験所

での検査が必須とされる調査において、委託先の選定および業務管理で必要と考えられる

ステップを示した。試験所を探す際には、国際試験所認定協力機構（ILAC）が各国の認定

機関の情報を提供している他、地元で活動するドナー、NGO から有用な情報が得られるこ

とが多い。委託前に実際に試験所を訪問し、必要があれば是正措置を取るところまで立ち

入って指示するべきであると考えられる。また、報告様式については、問題が生じた時に

内応を確認できるよう、バックデータの添付などを指示事項として確認する必要がある。

次の内容が含まれることが望ましい。 

(1) 分析日 

(2) 分析方法および使用機器 

(3) 検量線を作成した場合は検量線 

(4) 希釈倍率 

(5) バックデータ写し 

 

 

 
現地訪問ヒアリング実施 

試験機関訪問 

現地調査実施（概要） 

補足調査 

現地調査実施（詳細） 

調査図面アプデート 

取りまとめ 

データ解析 

3.3現地調査の最適化   

3.2.3地図情報整理   

第 4章 調査手法の評価方法 

3.2アプローチ手法   
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分析値に懸念があった場合のそれぞれのチェックポイントは以下の通りである。 

項目 チェックポイント 
分析日 採水日から時間が経ちすぎていないか。 
分析方法および使用機器 公定法に準拠しているか。必要な前処理はやっていたか。（特

にろ過には注意） 
検量線 測定値が検量線の範囲に入っているか。検量線は直線性が保た

れているか。 
希釈倍率 希釈倍率を誤って計算していないか。 
バックデータ写し 試料の取り違え、転写ミス等の誤り確認。 

 

本当に測定を行ったのか、という疑念が生じることがあるが、あらかじめバックデータ

の提出を依頼しておくことにより、回避される可能性が高い。非常に残念であるが、測定

をせずに報告書を作成する例も見聞したことがある。 

図 4-3のフローの右列は、分析手法の選定が調査者の裁量に委ねられているケースで、目

的に添った手法を選択し、実施するステップを示した。 
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図 4-3	
 水質検査実施フロー 

 
  

 

YES   NO  

水質検査の目的の理解  

公定法に則っ た報告値が求めら れ
ている 

全体把握が必要だが、調査における
分析方法は規定さ れていない	
 

ISO 等の認証試験所
がある 

ド ナー、NGO 等で情報収集し 、信頼
性が高そう な試験所を探索	
 

必要と さ れる精度および定量下限
値を決定	
 

試験所に分析を依頼
する必要があるか 

機材、 施設、 人員の
配置は適切か 

実績、 試験方法、 定量下限値の精査	
 

試験所の見学	
 

報告様式の確認	
 

業務委託	
 

業務完了	
 

必要と さ れる精度および定量下限
値を満足する分析方法の検討	
 

必要な定量下限値を
満足するか	
 

分析に要するキッ ト 、 	
 
試薬等が入手可能か	
 

周辺の地質等から 妨害物
質の存在が疑われるか	
 

調査員の訓練を兼ねた繰り 返し 試験による
ばら つき と 再現性の試験実施	
 

分析方法の決定	
 

YES  

YES  

YES  

YES  

YES  

NO  

NO   NO  

NO  

YES  

業務実施	
 

NO  

分析方法に つ い て
指定があるか 

管理値の決定	
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第５章	
 結論  

本研究では、海外、特に開発途上国において、飲用目的の水資源開発をする際の調査を

行う場合の留意点を挙げ、効率的な調査方法の提案を行った。 

海外においては、日本での調査の延長では考えられない多くの事象がある。そのいくつ

かについて著者の体験から例を引いて、考慮すべき点について述べた。 

事前調査については利用可能なツールを最大限利用し、現地入りの前に状況把握に努め

るべきであることを指摘した。情報収集の重要性について指摘し、比較的に品質が高いと

考えられるデータの収集元を整理した。 

現地調査実施においては、事前準備を十分に行い、現地のリソースを最大限に使えるよ

う調査方法を提案した。また、起こりうる変則的な事態への注意の喚起と対応について述

べた。 

調査の効率性を挙げるためにリスク分析に基づいた対象項目の絞り込みを行うことを提

案した。 

水質基準値とは別に管理値を設定することにより、偽陰性によるリスクを低減する方法

を提案した。 

なかでも、途上国のように水質分析システムが整備されていない所で水質調査を行う場

合に、地下水等が飲用に適しているかどうかを判断するための分析手法の最適化について

論述した。すなわち、現地での水質調査の長年の経験を基礎に、水質分析の確からしさの

判定における課題を明確にした。以下に本研究より得た結論を列挙する。 

(1)	
 開発途上国での水質調査を実施する際に問題となる課題が、既存資料および水質試

験の品質の確保の困難さにあることを実例を示して明確にした。 

(2)	
 一般的な化学分析の方法を、操作の難易度を基準に整理し、簡易分析の導入の可能

性を検討し、試験所に頼らずに自分でも確認しながら測定できる項目を明確にした。 

(3)	
 開発途上国において、健康リスクが高く、水質調査で重要な項目が微生物、ヒ素、

フッ素であることを示し、簡易分析の活用の可能性を以下の(4)〜(7)のように検討した。 

(4)	
 微生物試験については、求める精度を存在/不存在試験のような単純なものから、公

定法に則ったものまで 4 段階に分け、キットを用いた現場分析でもそれぞれの要求を満足

できることを示した。 

(5)	
 ヒ素の水質汚染対策を例に、簡易分析の優位性として、分析施設が限定されていて

も、多くの井戸のスクリーニングができること、および限られた予算の元での水質モニタ

リングの継続を可能にすることを示した。 

(6)	
 簡易分析を実施するにあたっての留意点として、妨害を与える共存物質が存在する
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可能性や、測定濃度範囲などについての理解を前提とするべきであることを議論し、簡易

分析であっても精度管理が必要であることを明らかにした。 

	
 (7)	
 簡易分析法の選択に当たっては、測定キットの性能実証結果等を活用して、適用を

検討するべきであることを示した。 

(8)	
 一般論であるが、分析における誤差要因を分析し、簡易分析を行う場合においての

精度管理手法について考察した。その結果、濃度既知の試料を用いた繰り返し試験を行う

ことにより、試験方法の特性を確認し、調査目的への適合性をチェックすることの重要性

を示した。同時に、測定者に対してのある程度の訓練が必要であることを指摘した。 

	
 (9)	
 水質調査業務のフローを作成し、各段階で必要なチェック項目を明確にした。 

水質調査はリスク評価の試みでもあると考えられる。もしサンプリングのばらつきが測

定のばらつきを大きく上回るなら、測定精度を上げる必要はない。つまり、サンプリング

のばらつきと測定のばらつきを評価する作業が本来は必要であると考えられる。 

簡易分析は利便性と即時性だけでなくコスト面でも試験所分析に比べた有利性は高く、

同じコストで複数回の調査を行うことができる。従って、目的に合った精度を確保できる

手法を選択し、十分な管理下で使用すれば、信頼性を犠牲にせずに、高い成果に繋げられ

ると考えられ、大きな可能性を持っていると考えられる。 
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第６章	
 今後の課題  

今後の取り組むべき課題について、以下に列挙する。 

(1) 精度管理をしたうえでの簡易測定手法の確からしさについて、実際の調査事例を

重ねることにより、実用性と適用性の裏付けを確かにし、モニタリングへの積極

的導入を検討する。安価である、入手しやすい、インフラが無くても実施可能と、

途上国でのモニタリングに適していることから、適切な技術的指導と精度管理シ

ステム（標準試料の配布など）により、品質を確保しつつモニタリング実施・継

続のハードルを下げることが可能になると考えられる。新しい最先端の機械に飛

びつきがちである現地の技術者に、優越性を納得させられるだけの裏付けの蓄積

が重要であると考えられる。 

(2) リスクの半定量的スコア化による、水源評価手法について、実証を行い、調査へ

の有効性を評価する。 

(3) サンプリング手法の最適化については、まだ多くの検討が必要である。以下のよ

うな内容について、研究を進めることにより、手法の最適化に繋げられると考え

ている。①サンプリング手法において計画策定段階で決定すべき、頻度、項目数、

空間的広がり等について、水質評価結果への効果を感度として表し、最適化を可

能とする方法を検討する。②サンプリングで発生する誤差、測定で発生する誤差

等、水質調査実施上起こりうる誤差要因についても、感度分析により、最適化を

可能とする手法が検討可能であると考えられる。 

(4) モニタリングの重要性については自明のことであるが、予算や人的資源の不足か

ら継続的実施が困難である多くの国において、モニタリングを実施することの利

益を数値化するという取り組みも必要かと考えられる。 
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